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第１ 地域経済牽引事業計画の作成について 

 地域経済牽引事業計画の承認申請書の宛名には、原則として都道府県知事名を記載する

こと。ただし、地域経済牽引事業を行おうとする者に地方公共団体を含む場合は、主務大

臣名を記載すること。 

地域経済牽引事業計画の作成に当たっては、次の事項に留意すること。 

 

Ⅰ 必須記載事項 

１ 地域経済牽引事業の内容及び実施期間 

（１）地域経済牽引事業を行うに当たって活用する地域の特性及びその活用戦略 

（同意基本計画の名称） 

 地域経済牽引事業を行う主な実施場所を促進区域とする同意基本計画の名称を記載す

ること。 

 

（活用する地域の特性及びその活用戦略） 

当該同意基本計画の「５（１）地域の特性及びその活用戦略」から、当該事業が該当す

るものを記載すること。 

 

（２）地域経済牽引事業を行おうとする者に関する事項 

申請者（代表者）及び地域経済牽引事業を共同して行おうとする者について、①名称、

②住所、③代表者名、④資本金、⑤従業員数、⑥業種、⑦法人番号、⑧決算月、⑨役割を

記載すること。 

「④資本金」は、承認申請時の資本金を記載すること。なお、申請に当たってはその根

拠資料を示すこと。根拠資料は、履歴事項全部証明書、資本金の額がわかる決算書類等が

想定される。ただし、承認申請時に中小企業者又は特定事業者でない場合は、根拠資料の

提示を不要とする。 

「⑤従業員数」は、承認申請時の常時使用する従業員の人数を記載すること。（事業主、

法人の役員、臨時の従業員は含まない。）なお、申請に当たってはその根拠資料を示すこ

と。根拠資料は、直近の確定申告書類（法人事業概況説明書）、給与所得の源泉徴収票、

雇用保険の適用事業所台帳のほか、従業員名簿等の事業者が作成する任意の書類等が想

定される。ただし、承認申請時に中小企業者又は特定事業者でない場合は、根拠資料の提

示を不要とする。 

「⑥業種」は、日本標準産業分類に掲げる細分類項目と番号（４桁）を記載すること。

別業種に属する複数の事業を持つ場合は当該事業者の「主たる事業」に該当する業種を

記載すること。「主たる事業」は、売上高・付加価値額・従業員数などの経営指標の割合

が最も多くの割合を占める事業を指す。 

日本標準産業分類は、以下の総務省ＨＰで確認することができる。 

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000

023.html 

「⑦法人番号」については、個人事業主や民法上の組合等、法人番号が指定されていな

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html
http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html
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い者は、記載不要とする。 

「⑨役割」については、地域経済牽引事業を共同して行おうとする者がある場合に、具

体的に記載すること（構成員という記載は不可）。 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（以下「法」と

いう。）第１３条第１項に規定する「地域経済牽引事業を行おうとする者に地方公共団体

を含むとき」とは、地方公共団体と民間事業者が共同で地域経済牽引事業を行い、その地

方公共団体が行う事業が地域経済牽引事業の実施に必要不可欠な場合が該当する。 

具体的には、次のような事業が該当する。 

① まちづくりと一体となった観光事業として、地方公共団体が事業としてマスター

プランを作成し周辺の道路等のインフラを整備する事業 

② 特産品を開発・販売する事業として、地方公共団体が市場調査や広報活動、展示会

の開催などを行う事業 

③ 第三セクターなど地方公共団体が一定の影響力を有する団体が参加している場合

であって、当該団体への地方公共団体の出資比率が５０％以上である事業 

他方で、地方公共団体が補助金や地方税の減免等の財政的な支援のみで事業を支援し

ている場合などは、該当しない。 

 

（３）地域経済牽引事業として行う事業の内容 

（事業名） 

 他の事業と区別できるよう、地域経済牽引事業の内容が把握できる簡潔な事業名を付

け、記載すること。 

 

（関連する業種） 

地域経済牽引事業と関連する業種を日本標準産業分類の中分類で記載すること。 

 

（地域経済牽引事業の内容） 

 地域経済牽引事業の実施背景やこれまでの経緯などを記載した上で、地域経済牽引事

業計画の承認を受けた後に実施する予定の地域経済牽引事業の内容について記載するこ

と。具体的な製品・商品・サービスの開発や売上げの増加等の目標を達成するための手段

などを記載すること。 

 

（活用を予定する支援措置） 

 地域経済牽引事業の承認を受けた後に活用を予定する支援措置（活用を検討中のもの

を含む。）を以下の中から全て記載すること。 

・みなし特定事業者の特例 

・事業環境整備への提案 

・農地転用の配慮 

・市街化調整区域での開発の配慮 

・中小企業信用保険法の特例 

・中小企業投資育成株式会社法の特例 
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・食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律の特例 

・株式会社日本政策金融公庫法の特例（クロスボーダーローン、スタンドバイ・クレジ

ット） 

・一般社団法人の地域団体商標の登録主体追加 

・地域団体商標の登録料等の減免 

・地域未来投資促進税制 

・地方公共団体による地方税の減免 

・財産処分の特例 

・中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律の特例 

・事業譲渡の際の免責的債務引受の特例 

・国の予算による措置（地域経済牽引事業計画の承認を受けたことによる優先採択な

どがある場合） 

・地方創生推進交付金を活用した地方公共団体による支援 

・政府系金融機関による金融支援 

・その他（地方公共団体独自の地域経済牽引事業のための支援措置などを記載。） 

 

（その他） 

 上記事項以外に、地域経済牽引事業計画の承認に係る審査に必要な事項を記載するこ

と。 

 例えば、次のような事項を記載すること。 

 環境保全のために配慮を行う事項として、「（４）地域経済牽引事業を行う主な実施場

所」に国立・国定公園その他環境保全上重要な地域を含む場合、公園計画との整合、

関係機関（地方環境事務所、各地方公共団体の自然環境部局等）との事前の調整の状

況や環境保全対策について記載すること（記載例：本計画は公園計画との整合を図

り、地方環境事務所と調整を行った上で策定したものである。）。 

 

（４）地域経済牽引事業を行う主な実施場所 

地域経済牽引事業を行う主な実施場所を地番等で記載すること。 

実施場所ごとに、当該事業のどの部分を行うか記載すること。 

※ 販路の拡大を行う場合等においては、地域単位で記載すること及び促進区域外の

場所を記載することも可能とする。 

 

（５）地域経済牽引事業の実施期間 

実施期間は、５年を超えない範囲で定めることとし、同意基本計画の計画期間の終期

を超えて定めることができる。 

実施スケジュールは、地域経済牽引事業計画を承認する都道府県などが事業の進捗管

理を行うことができるよう、取組事項ごとに記載すること。 

 

２ 地域経済牽引事業に必要な資金の額及びその調達方法 

事業者ごとに別表１－１に記載すること。 
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記載に当たっては、必要な資金の額とその調達方法がわかるよう、地域経済牽引事業計

画の実施期間中の事業年度別に、該当する欄に金額の概算を記載すること。 

日本政策金融公庫による融資制度等（地域活性化・雇用促進資金、クロスボーダーロー

ン、スタンドバイ・クレジット）の利用を希望する場合には、備考欄にその旨を記載する

こと。 

また、金融機関から融資を受ける場合で、信用保証協会の制度の利用を希望するときは、

備考欄にその旨を記載すること。資金使途等には制約があることから、制度利用時の審査

において認められない可能性があることに留意すること。 

なお、地域経済牽引事業に必要な資金には、自然災害又は通信障害の発生その他の事由

により、地域経済牽引事業の継続に支障が生じた場合において、当該地域経済牽引事業の

継続に必要な措置（以下「地域経済牽引事業継続措置」という。）に係る資金が含まれる。 

自然災害又は通信障害の発生その他の事由により、地域経済牽引事業の継続に支障が生

じた場合とは、以下に掲げるもののいずれかを指す。 

① 自然災害又は通信障害の発生により被害を受けた場合 

② 社会的、経済的環境の変化等の外的要因により、一時的に、売上高の減少等の業況悪

化を来している場合（最近１ヵ月間又は最近６ヵ月間の売上高が前３年のいずれかの

年の同期と比して５％以上減少していること又はこれと同様の状況にあることが基準

となる。） 

地域経済牽引事業継続措置に係る資金としては、地域経済牽引事業の内容等に応じて、

例えば以下が考えられる。 

① 地域経済牽引事業を行う事業所に部品等を供給する工場の復旧に必要な設備資金・

長期運転資金 

② 地域経済牽引事業の管理機能を担う本社の復旧に必要な設備資金・長期運転資金 

③ 売上の減少等業況悪化を来している場合に、地域経済牽引事業を継続するために必

要な設備資金・長期運転資金 

なお、長期運転資金には、地域経済牽引事業に係る在庫品の補填費用や生産・営業設備

等の補修費のほか、休業・操業短縮等によりやむを得ず要した固定経費等に係る資金が含

まれる。 

地域経済牽引事業継続措置について、日本政策金融公庫による融資制度（地域活性化・

雇用促進資金）や信用保証協会の制度の利用を希望するときは、備考欄に、地域経済牽引

事業継続措置の原因となった事由及び措置の内容を具体的に記載した上で、都道府県知事

等の承認を得て、承認地域経済牽引事業計画を変更すること。 
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（記載例）                            （単位：千円） 

 

３ 地域経済牽引事業の実施による経済的効果 

 地域経済牽引事業の実施による経済的効果については、当該地域経済牽引事業による数

値を記載することとし、事業者全体の数値としないこと。当該地域経済牽引事業による数

値が直接的に不明である場合には、事業者全体の数値に対して、事業者全体の従業員数又

は売上高に占める当該事業に従事する従業員数又は売上高の比率を乗じ、算定する方法等

が考えられる。 

 地域経済牽引事業に係る実施状況報告等の手続において、事業に係る効果を算定する場

合には、同様の考え方に基づくものとする。 

 

（１）付加価値創出額 

（見込み） 

 地域経済牽引事業計画の実施期間を通じた当該事業の実施によって創出する予定の付

加価値額を記載すること。同意基本計画に定める「３（２）高い付加価値の創出」に従

い、地域経済牽引事業の開始前の付加価値額に加えて、地域経済牽引事業計画最終年度

の単年度において、都道府県の１事業所あたりの付加価値額を創出する必要がある。 

例）地域経済牽引事業の開始前年度の付加価値額を１億円とし、当該都道府県の１事業

所当たりの付加価値額を４，０００万円とすると、事業計画最終年度の単年度におけ

る当該事業の付加価値額は１億４，０００万円であることが必要となる。 

 

（算定根拠） 

付加価値額の算出に当たっては、次の計算式を用いるものとする。 

  付加価値額 ＝ 売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 

  費用総額  ＝ 売上原価 ＋ 販売費及び一般管理費 

 

 算定根拠として、各事業年度の内訳を以下の表に記載すること。 

区分 

事業開始

前 
事業開始後 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 

年度 
 

借入金 自己資金 その他 合計 備考 

 

土地 100,000   100,000 

日本政策金融公

庫の融資制度等

の利用を希望 

建物 200,000   200,000 

日本政策金融公

庫の融資制度等

の利用を希望 
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年 月～ 年 月～ 年 月～ 年 月～ 年 月～ 年 月～ 

①売上高       

費

用

総

額 

②売上原価       

③販売費及び 

一般管理費 
      

④計（②＋③）       

⑤給与総額       

⑥租税公課       

⑦付加価値額 

（①－④＋⑤＋⑥） 
      

 

なお、付加価値額の算出に関する用語の意義は「経済センサス」によることとする。

「経済センサス」において租税公課とは、営業上負担すべき固定資産税、自動車税及び印

紙税等の総額（収入課税の事業税（電気業、ガス業及び保険業）及び税込経理の方法を採

っている場合の納付すべき消費税を含み、法人税、所得課税の事業税及び住民税は含ま

ない。）とされている。 

 また、複数事業者が共同して地域経済牽引事業計画を提出する場合であって、日本政

策金融公庫による融資制度（地域活性化・雇用促進資金）の利用を検討している事業者の

うち、中小企業事業において特利③（みなし特定事業者は特利①）の適用を希望する事業

者は、単独で同意基本計画に定める「３（２）高い付加価値の創出」の要件を満たすこと

が必要となる。このため、記載に当たっては、単独でも当該要件を満たしていると判断で

きるように記載すること。 

 既に地域経済牽引事業計画の承認を得ている場合であって、単独で当該要件を満たし

ていることが判断できるように記載されていない場合は、地域経済牽引事業計画の承認

を受けた都道府県等まで、単独で同意基本計画に定める「３（２）高い付加価値の創出」

の要件を満たしていると判断できる資料を提出すること。 

 なお、促進区域外において承認地域経済牽引事業の実施に資する事業を行う場合（承

認地域経済牽引事業者である特定事業者の外国関係法人等が、海外で承認地域経済牽引

事業計画の実施に資する事業を行う場合を含む。以下同じ。）には、当該事業による付加

価値額は含めないものとする。 

 

（２）経済的効果 

（見込み） 

同意基本計画に定める「３（３）地域の事業者に対する相当の経済的効果」（地域の事
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業者との取引額又は地域の事業者の売上げ、雇用者数若しくは給与総額等）を満たす見

込みであることが分かるように記載すること。 

 

（算定根拠） 

上記の見込みが一定の合理性を有することを説明する根拠を記載すること。 

  なお、複数事業者が共同して地域経済牽引事業計画を提出する場合であって、日本政

策金融公庫による融資制度（地域活性化・雇用促進資金）の利用を検討している事業者

のうち、中小企業事業において特利③（みなし特定事業者は特利①）の適用を希望する

事業者は、単独で同意基本計画に定める「３（３）地域の事業者に対する相当の経済的

効果」の要件を満たすことが求められる。このため、記載に当たっては、単独でも当該

要件を満たしていると判断できるように記載すること。 

  既に地域経済牽引事業計画の承認を得ている場合であって、単独でも当該要件を満た

していることが判断できるように記載されていない場合は、地域経済牽引事業計画の承

認を受けた都道府県等まで、単独で同意基本計画に定める「３（３）地域の事業者に対

する相当の経済的効果」の要件を満たしていると判断できる資料を提出すること。 

なお、促進区域外において承認地域経済牽引事業の実施に資する事業を行う場合には、

当該事業による経済的効果は含めないものとする。 

 

Ⅱ 任意記載事項 

 必須記載事項のほか、特定の特例を活用し、地域経済牽引事業を行おうとする事業者に

ついては、以下の事項について記載すること。 

 

１ 地域経済牽引事業の用に供する施設に関する事項 

地域経済牽引事業計画について、法第１３条第５項に規定する同意土地利用調整計画に

適合することの確認を受けようとする場合には、地域経済牽引事業の用に供する施設に関

する事項を、別表１－２に記載すること。 

記載に当たっては、地域経済牽引事業に係る土地利用の計画が分かるように記載するこ

と。 

 

２ 地域経済牽引事業の用に供する施設の用に供する土地の所在、地番、地目及び面積 

地域経済牽引事業計画について、法第１３条第５項に規定する同意土地利用調整計画に

適合することの確認を受けようとする場合には、地域経済牽引事業の用に供する施設の用

に供する土地の所在、地番、地目及び面積を、「１ 地域経済牽引事業の用に供する施設に

関する事項」と同様に、別表１－２に記載すること。 

 

３ 特定事業者が法第１９条第３項、第２８条又は第２９条に定められた事業承継等に関

する特例を受ける場合の事項 

法第１９条第３項、第２８条又は第２９条に規定する事業承継等に関する特例を利用し

ようとする場合、以下の事項について記載すること。 
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（１）承継等特定事業者及び被承継等特定事業者の名称 

（承継等特定事業者の名称） 

事業承継等により事業を譲り受ける特定事業者の名称を記載すること。 

 

（被承継等特定事業者の名称） 

事業承継等により事業を譲り渡す特定事業者の名称を記載すること。 

 

（２）事業承継等の内容及び実施時期 

（事業承継等の内容） 

事業承継等の内容を下記の①～⑩から選択して記載すること。 

① 吸収合併 

会社が他の会社とする合併であって、合併により消滅する会社の権利義務の全部を

合併後存続する会社に承継させるもの。 

② 新設合併 

二以上の会社がする合併であって、合併により消滅する会社の権利義務の全部を合

併により設立する会社に承継させるもの。 

③ 吸収分割 

株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を分割後

他の会社に承継させること。 

④ 新設分割 

一又は二以上の株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部又

は一部を分割により設立する会社に承継させること。 

⑤ 株式交換 

株式会社がその発行済株式（株式会社が発行している株式をいう。以下同じ。）の全

部を他の株式会社又は合同会社に取得させること。 

⑥ 株式移転 

一又は二以上の株式会社がその発行済株式の全部を新たに設立する株式会社に取得

させること。 

⑦ 株式交付 

株式会社が他の株式会社をその子会社とするために当該他の株式会社の株式を譲り

受け、当該株式の譲渡人に対して当該株式の対価として当該株式会社の株式を交付す

ること。 

⑧ 事業又は資産の譲受け 

他の事業者がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を譲り受けること。 

⑨ 株式又は持分の取得 

他の事業者の株式又は持分を取得する行為類型のうち、他の事業者の経営を実質的

に支配していると認められる関係を有するもの。なお、経営を実質的に支配していると

認められる関係とは、他の事業者の①発行済株式の総数の５０％以上に相当する数の

株式を有する場合、②出資口数の総数の５０％以上に相当する数の出資を有する場合、
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③出資価額の総額の５０％以上に相当する額の出資を有する場合、のいずれかに該当

する必要がある。 

⑩ 事業協同組合、企業組合又は協業組合の設立 

他の事業者とともに事業協同組合、企業組合又は協業組合を設立するもの。 

 

（実施時期） 

  事業承継を行う予定の時期を記載すること。 

 

（３）法第１９条第３項に定められた中小企業信用保険法の特例に関する事項 

 ① 純資産の額が零を超えること 

承認申請直前の事業年度の決算における貸借対照表の「純資産合計額」を記載するこ

と。 

 ② ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率が１０倍以内であること 

ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率の算出に当たっては、次の計算式を用いるものとする。 

ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率 

  ＝ （借入金・社債 － 現預金） ÷ （営業利益 ＋ 減価償却費） 

承認申請直前の事業年度の決算における貸借対照表、損益計算書から下記の金額を記

載すること。また、貸借対照表、損益計算書を添付書類として提出すること。 

・借入金・社債：貸借対照表の「短期借入金」、「長期借入金」、「社債」の合計額 

・現預金   ：貸借対照表の「現金及び預金」 

・営業利益  ：損益計算書の「営業利益」 

・減価償却費 ：損益計算書の「減価償却費」 

 

 （留意点）  

・①及び②の記載は、決算書の表面財務を基礎とすること。 

・借入金は、代表者、役員（その家族等を含む。）、関連会社等からの借入金や無利子

の借入金を含む。 

・「営業利益＋減価償却費＞０」の場合は算出された数値が１０以内であればゼロや

マイナスでも本要件を満たすこととなる。一方で、「営業利益＋減価償却費≦０」

の場合は算出された数値にかかわらず、本要件を満たすこととならない。 

・減価償却費は、ソフトウェアの償却や長期前払費用償却等、無形固定資産の償却費

を含み、営業外費用や特別損失に計上されている費用は含まない。 

・決算期の変更により、申請直前の事業年度の決算が１年未満の期間である場合であ

っても、当該１年未満の期間の決算書を用いてＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率を算出

すること。 

 

４ 一般社団法人が法第２３条第１項又は第２項に定められた商標法の特例を受ける場合

の事項 

法第２３条及び第２４条に規定する商標法の特例を利用しようとする場合、以下の事項

について記載すること。 
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なお、法第２３条及び第２４条の商標法の特例措置を受けるに当たっては、「地域経済牽

引事業計画の承認申請書の写し」及び「地域経済牽引事業計画の承認に係る通知書の写し」

を特許庁へ提出する必要があるが、「地域経済牽引事業計画の承認申請書」は、承認申請時

に都道府県知事等へ提出した後、事業者に返送されないため、あらかじめ写しを準備する

必要がある。 

 

（１）一般社団法人の名称及び所在地 

法第２３条第１項又は第２項の規定の適用を受けようとする一般社団法人の名称及び

所在地を記載すること。 

 

（２）一般社団法人の構成員たる資格に関する定款の定め 

定款の該当する条番号等及び当該条文等に記載の構成員たる資格に関する定款の定め

（正当な理由がないのに、構成員たる資格を有する者の加入を拒み、又はその加入につ

き現在の構成員が加入の際に付されたものよりも困難な条件を付してはならないとする

ものに限る。）を記載すること。 

 

（３）法第２３条第１項又は第２項の規定の適用を受けようとする商標に係る商品又は役

務 

法第１３条第２項第１号の規定により記載された地域経済牽引事業の内容に即する商

品又は役務とし、その商品又は役務の内容及び範囲を明確に理解することができる表示

をもって記載すること。地域の名称と商品又は役務との関係を、例えば、次のように記載

すること。 

① 地域の名称が商品の産地であれば、「○○（地域の名称）産の○○（商品名）」と記

載する。 

② 地域の名称が商品の主要な原材料の産地であれば、「○○（地域の名称）産の○○

（原材料名）を主要な原材料とする○○（商品名）」と記載する。 

③ 地域の名称が商品の製法の由来地であれば、「○○（地域の名称）に由来する製法

により生産された○○（商品名）」と記載する。 

④ 地域の名称が役務の提供の場所であれば、「○○（地域の名称）における○○（役

務名）」と記載する。 

 

５ 補助金等交付財産の活用に関する事項 

地域経済牽引事業を行おうとする者に地方公共団体を含む場合であって、法第２７条に

基づく財産の処分の制限に係る承認手続の特例を活用しようとする場合、当該特例の対象

となる補助金等交付財産について、補助金等交付省庁、補助金等の名称を記載すること。 

申請に当たっては、当該地域経済牽引事業を行おうとする者が転用しようとする補助金

等交付財産に関する補助金等を交付した省庁の補助金等交付財産の転用に係る申請書を添

付すること。また、必要に応じ図面や写真を添付するなど、資料により補助対象施設の現

状が分かるようにすること。 

また、本特例を活用しようとする場合、地域経済牽引事業を行おうとする者は補助金等
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を交付した各省庁から追加的に資料を求められることがある点に留意すること。 

 

６ 法第２５条に定められた課税の特例に係る主務大臣の確認を受けようとする場合の事

項 

法第２５条に基づく課税の特例又は地方公共団体が条例で定める不動産取得税若しくは

固定資産税の減免措置を活用しようとする場合、課税の特例の対象としようとする施設又

は設備の概要（用途及び取得予定時期（施設については着工予定時期））を記載すること。  
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第２ 地域経済牽引事業計画の承認について 

地域経済牽引事業計画の承認に当たっては、次の事項に留意すること。 

 

１ 地域経済牽引事業を行おうとする者に地方公共団体を含まない場合 

法第１３条第４項の規定に基づく承認に当たっては、以下の観点から、地域経済牽引事

業計画を確認するものとする。 

 

（１）地域経済牽引事業として実施する事業が、同意基本計画に定める「３ 地域経済牽

引事業として求められる事業内容に関する事項」を満たすと見込まれるものであるこ

と。 

 

（２）事業の内容及び実施期間が具体的であり、かつ、一定程度実現が見込まれるもので

あること。 

 

（３）事業の実施に必要な資金の額が地域経済牽引事業計画の内容及び実施期間を勘案し

て適切に計上され、調達方法が無理のないものであると認められること。 

 

（４）地域経済牽引事業を共同して行おうとする者がある場合、事業の内容及び役割分担

から、これらの者が事業の実施に真に必要な者であると判断されること。 

 

（５）地域経済牽引事業計画の実施期間が５年を超えていないこと。 

 

（６）地域経済牽引事業計画の承認前に取得した施設や設備、又は建設を開始した施設が

当該計画に関する支援対象となっていないこと（当該施設や設備を活用して事業を行

うことは妨げない。）。  

ただし、法施行初年度である平成２９年度に限り、既に着工している施設であって

も、同意基本計画に位置付けられているものであり、かつ、基本方針の公布以降に着工

しているもの（地域経済牽引事業計画の承認前に施設の取得を行っているものを除く。）

については、地域経済牽引事業計画に関する支援対象とすることとする。 

 

（７）申請された地域経済牽引事業計画に法第１３条第３項第１号及び第２号に掲げる事

項の記載があるときは、記載された内容が法第１１条第３項の規定による同意を得た

土地利用調整計画と適合すると認められること（法第１３条第５項の規定に基づく確

認）。 

具体的には、申請された地域経済牽引事業計画が、次のいずれの事項も満たすことが

確認できること。 

① 地域経済牽引事業の用に供する施設の用に供する土地の所在、地番、地目及び面積

が、同意土地利用調整計画に定める土地利用調整区域の所在、面積等と適合している

こと。 
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② 地域経済牽引事業の内容及び事業の用に供する施設の概要が、同意土地利用調整

計画に定める地域経済牽引事業を行おうとする者に関する事項等と適合しているこ

と。 

 

２ 地域経済牽引事業を行おうとする者に地方公共団体を含む場合 

法第１３条第７項の規定に基づく承認に当たっては、以下の観点から、地域経済牽引事

業計画を確認するものとする。 

 

（１）「１ 地域経済牽引事業を行おうとする者に地方公共団体を含まない場合」における

（１）から（３）まで、（５）及び（６）の基準を準用する。 

 

（２）地域経済牽引事業を共同して行おうとする者の事業の内容及び役割分担から、これ

らの者が事業の実施に真に必要な者であると判断されること。特に、地方公共団体の

行う事業が地域経済牽引事業の実施に必要不可欠であること。 

 

申請された地域経済牽引事業計画に法第１３条第３項第１号及び第２号に掲げる事項の

記載があるときは、記載された内容が法第１１条第３項の規定による同意を得た土地利用

調整計画と適合することを確認するために、主務大臣は、都道府県知事に協議し、その同

意を得ることとする。 

また、申請された地域経済牽引事業計画に法第１３条第３項第５号に掲げる事項の記載

があるときは、主務大臣は、当該事項に係る関係行政機関の長に協議し、その同意を得る

こととする。 

 

３ その他留意事項 

地域経済牽引事業計画の承認後に農地転用許可や農用地区域からの除外に係る事務処理

が迅速に行われるよう、都道府県及び市町村は、施設用地に農地を含む地域経済牽引事業

計画の承認に関するスケジュールについて、当該都道府県及び市町村の農地転用許可制度

及び農業振興地域制度の担当部局と十分調整をすること。 

また、都道府県から地域経済牽引事業計画の承認の通知を受けた市町村は、速やかに当

該市町村の農地転用許可制度及び農業振興地域制度の担当部局に通知すること。 

加えて、地域経済牽引事業計画の承認後に開発許可手続が迅速に行われるよう、都道府

県及び市町村は、当該都道府県及び市町村の都市計画担当部局及び開発許可担当部局と十

分調整をすること。 

地域経済牽引事業計画の申請に必要な添付書類（法人の定款並びに最近２年間の事業報

告、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合には、最近１年間の事業内容の

概要を記載した書類。ただし、法第１９条第３項に定められた中小企業信用保険法の特例

を受ける場合には、事業内容の概要を記載した書類では足りず、貸借対照表及び損益計算

書の添付が必要。））については、地域経済牽引事業を行おうとする者ごとに提出すること。 

※  地域経済牽引事業を共同して行おうとする者がある場合は、代表者のみでなく、全て

の事業者からの添付書類の提出が必要であることに留意すること。 
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※  地域経済牽引事業計画の承認を申請する際は、当該地域経済牽引事業計画が承認され

た場合の計画内容の公表の可否を記載すること。公表に同意がなされた場合には、①事

業者の名称、②住所、③法人番号、④事業名、⑤地域経済牽引事業計画の承認日、⑥地

域経済牽引事業計画を承認した者の名称について、経済産業省のホームページにおいて

公表を行う。 

当該地域経済牽引事業を行おうとする者が造船法第１１条第１項の認定（同法第１２条

第１項の規定による変更の認定を含む。以下同じ。）又は、地球温暖化対策の推進に関する

法律第２２条の２第３項の認定（同法第２２条の３第１項の規定による変更の認定を含む。

以下同じ。）を受けた者である場合には、それぞれ、当該申請書の記載事項のうち造船法第

１２条第２項に規定する認定事業基盤強化計画又は、地球温暖化対策の推進に関する法律

第２２条の３第３項第１号に規定する認定地域脱炭素化促進事業計画の記載事項と重複す

る部分の記入を要しないものとする。具体的には、下表のＡ欄に掲げる地域経済牽引事業

計画の記載事項と、Ｂ欄に掲げる事業基盤強化計画の記載事項又はＣ欄に掲げる地域脱炭

素化促進事業計画の記載事項は重複しているものであるため、Ｂ欄又はＣ欄に掲げる事項

の記載がある場合には、記入を要しない。 

この場合においては、地域経済牽引事業計画の承認を申請する際に、認定事業基盤強化計

画及び当該計画が造船法第１１条第１項の認定を受けたことを証する書類（事業基盤強化

計画の認定書）又は地域脱炭素化促進事業計画及び当該計画が地球温暖化対策の推進に関

する法律第２２条の２第３項の認定を受けたことを証する書類（地域脱炭素化促進事業計

画の認定書）を添付すること。なお、認定事業基盤強化計画又は認定地域脱炭素化促進事

業計画の内容について、必要に応じて、都道府県から追加資料の提出等を求めることがあ

る。  
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記載事項 Ａ：地域未来投資促進

法に規定する地域

経済牽引事業計画 

Ｂ：造船法に規定す

る事業基盤強化

計画 

Ｃ：地球温暖化対

策の推進に関

する法律に規

定する地域脱

炭素化促進事

業計画 

実施内容 Ⅰ.１.（３） 

（地域経済牽引事業の

内容） 

１.（１）及び２.（１） ４（１）６（１） 

及び６（２）  

実施場所 Ⅰ.１.（４） ２.（２） ４（１）６（１） 

及び６（２）に記載

する土地の所在 

実施期間 Ⅰ.１.（５） 

（実施期間） 

３.（１） ４（１）６（１） 

及び６（２）に記載

する取組の実施期

間 

実施スケジュー

ル 

Ⅰ.１.（５） 

（実施スケジュール） 

別表４ － 

事業に必要な資

金の額及びその

調達方法 

Ⅰ.２ 別表５ － 

経済的効果 

※雇用者数を記

載する場合に限

る。 

Ⅰ.３.（２） ５.（１）及び（２） － 

事業の用に供す

る施設に関する

事項 

Ⅱ.１ 別表３ － 

土地の所在、地

番、地目及び面積 

Ⅱ.２ 別表３ － 
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第３ 承認地域経済牽引事業計画の変更について 

 承認地域経済牽引事業計画の変更に当たっては、次の事項に留意すること。 

 

１ 承認地域経済牽引事業計画の変更申請 

承認地域経済牽引事業計画（別表１－１、別表１－２を含む。）を変更しようとする場合

は、その承認をした都道府県知事等に地域経済牽引事業計画の変更の承認申請書（以下「変

更承認申請書」という。）を提出し、承認を受ける必要がある。 

また、法第２５条に基づく確認を受けた承認地域経済牽引事業計画を変更した場合には、

当該変更後の承認地域経済牽引事業計画に基づいて、再度、法第２５条に基づく確認申請

が必要となることに留意すること。 

なお、承認地域経済牽引事業計画の内容との同一性を保っていることが都道府県知事等

において判断できない場合は、変更の承認申請ではなく、新たな地域経済牽引事業計画の

承認申請を行う必要がある。例えば、自動車向けの金属部品の製造に係る承認地域経済牽

引事業計画を、半導体の製造に係るものに変更することは、元の承認地域経済牽引事業計

画との同一性を判断することができず、新たな地域経済牽引事業計画として承認申請を行

うべきものと考えられる。 

次に掲げる承認地域経済牽引事業計画の趣旨を変えない軽微な変更については、変更承

認申請書の提出を要しないが、遅滞なく、その旨を都道府県知事等に報告すること。ただ

し、地域経済牽引事業計画の承認を行った都道府県知事等において変更の承認が必要と判

断された場合は、速やかにその指示に従うこと。 

・承認地域経済牽引事業者の住所又はその代表者の氏名 

・同一事業年度内における実施時期の変更 

・単価の増減等による必要な資金の額の若干の変更 

・その他承認地域経済牽引事業計画の趣旨を変えないと都道府県知事等が認める軽微な

変更 

 

２ 承認地域経済牽引事業計画の変更の承認 

法第１４条第３項において準用する法第１３条第４項に基づく承認地域経済牽引事業計

画の変更の承認に当たっては、「第２ 地域経済牽引事業計画の承認について」を準用する

ものとする。 
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第４ 承認地域経済牽引事業計画の承認の取消しについて 

都道府県知事等は、承認地域経済牽引事業計画の円滑な実施に著しい支障が生じており、

当該地域経済牽引事業が同意基本計画の承認の要件に該当しないと認められるなど、承認

地域経済牽引事業者が承認地域経済牽引事業計画に従って地域経済牽引事業を行っていな

いと認めるときは、法第１４条第２項の規定に基づきその承認を取り消すことができる。 

承認地域経済牽引事業計画の承認の取消しに当たっては、当該承認地域経済牽引事業計

画の内容に係る事業又は事務を所管する都道府県内の関係部局及び関係市町村と十分な連

絡調整を図った上で、取消しの理由を付して、当該処分の対象となる事業者（複数の事業

者が共同して地域経済牽引事業計画を作成し承認を受けた場合は、その代表者）に通知す

ること。 

 また、都道府県知事は、承認地域経済牽引事業計画の取消しを行った場合には、速やか

に当該都道府県の区域を管轄する経済産業局長又は沖縄総合事務局長へ通知すること。 

 なお、都道府県知事等においては、法の目的を達成する観点から、承認の取消事由が生

じる前に、法第４０条に基づく指導及び助言により適切な事業執行を促していくこと等を

通じて、承認地域経済牽引事業が円滑に実施されるようにしていくことが望ましい。  
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第５ 法第２５条に基づく確認について 

承認地域経済牽引事業の法第２５条に基づく確認に当たっては、次の事項に留意するこ

と。 

 

１ 法第２５条に基づく確認の基準 

承認地域経済牽引事業（当該承認地域経済牽引事業を共同して行う場合にあっては、当

該承認地域経済牽引事業のうち、当該確認を受けようとする承認地域経済牽引事業者が行

うもの。以下「対象事業」という。）が、次の（１）～（４の２）（当該対象事業が地域

の成長発展の基盤強化に著しく資するものである場合にあっては、（１）～（５）とし、

当該対象事業が地域の事業者に対して著しい経済的効果を及ぼすものであるとして当該確

認を受けようとする場合にあっては、（１）～（６）とする。）（当該承認地域経済牽引

事業を行う者に地方公共団体が含まれる場合にあっては、（４）を除く。）のいずれにも

該当することとする。 

 また、個人事業主が対象事業を行う場合、（１の２）、（２）及び（４）から（５）ま

でにおける「事業年度」については「暦年（１月１日から１２月３１日までの１年間）」

として扱うものとする。 

（１）次のイ又はロのいずれかに該当すること。 

イ 先進性に関する基準（地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に

関する法律第二十五条の規定に基づく地域の成長発展の基盤強化に特に資するものと

して主務大臣が定める基準等に関する告示（以下「告示」という。）第１項第１号イに

ついて） 

① 先進性の評価について 

ⅰ 対象事業を含む承認地域経済牽引事業（以下「第５ 承認地域経済牽引事業の法第

２５条に基づく確認について」において「承認地域経済牽引事業」という。）につい

て、基本方針に規定する評価委員会（別添１の地域経済牽引事業計画先進性評価委員

会設置要綱により設置される地域経済牽引事業計画先進性評価委員会）において先

進的であると認められていることを要する。 

ⅱ 評価に当たっては、評価を行った委員のうち半数以上が、下記②先進性の類型Ａ～

Ｄのいずれかの項目で先進性を有すると評価した場合には、評価委員会として、当該

承認地域経済牽引事業を先進的であると認めることとする。ただし、評価を行った委

員のうち１名以上が、下記③先進性が認められないものの類型ａ～ｃのいずれかに

該当するとして先進性が無いと評価した場合には、他の評価委員の評価にかかわら

ず、過半数の評価委員が先進性が無いと評価したものとして取り扱うこととする。 

ⅲ ⅱただし書の場合以外の場合で、評価を行った委員の１名以上が先進性が無いと

評価した承認地域経済牽引事業については、当該承認地域経済牽引事業につき評価

を担当した評価委員において合議を行った上で、最終的な先進性の有無を評価する

ものとする。 

ⅳ 評価委員は、評価を担当した承認地域経済牽引事業の全てについて、下記③先進性

が認められないものの類型ａ～ｃに該当するか否かをそれぞれ理由を付して判断し、
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別添２の様式により提出するものとする。 

（注） 下記③先進性が認められないものの類型ａ～ｃに該当するか否かは、いわゆ

る足切り要件にすぎないため、評価委員は、当該承認地域経済牽引事業がａ～ｃ

に該当しない場合に直ちに先進性を有するものと評価することのないよう、特に

留意すること。 

ⅴ 評価委員は、ⅳで当該承認地域経済牽引事業が下記③先進性が認められないもの

の類型ａ～ｃのいずれにも該当しないとの判断に至った場合は、改めて、当該承認地

域経済牽引事業の先進性の有無を判断するとともに、下記②先進性の類型Ａ～Ｄの

いずれに該当するかについて評価し、その評価の詳細をⅳとあわせて別添２の様式

により提出するものとする。 

（注） 下記②先進性の類型Ａ～Ｄのいずれに該当するものであるかについては、法

第２５条に規定する確認に係る申請（以下「確認申請」という。）時に対象事業

者がその該当性を自ら説明することとされているが、評価委員は、その対象事業

者自身の説明をただなぞるだけの先進性の評価はせず、独立した評価委員の立場

で、独自の調査・検討を基にその先進性を評価しなければならない。その際、評

価委員の先進性評価の補助を目的に、経済産業省にて委託事業を措置しているの

で、これを積極的に活用すること。 

ⅵ 評価委員はⅲの合議を行う際は、再評価の詳細及び最終評価を別添３の様式によ

り提出するものとする。 

② 先進性の類型 

Ａ 開発又は生産をする製品の先進性 

同業他社に普及していない技術等を活用した製品や、既存技術等を活用しつつも

（潜在的な）顧客ニーズ等に対応した新たな製品を開発又は生産する事業をいう。 

※ 先端技術を活用した製品（革新的な新素材）、既存技術の組合せや既存製品の用

途の変化等により新たな顧客層の獲得や市場を創造する製品等が挙げられる。 

Ｂ 開発又は提供する役務の先進性 

同業他社に普及していない技術等を活用したサービスや、既存技術等を活用しつ

つも（潜在的な）顧客ニーズ等に対応した新たなサービスを開発又は提供する事業

をいう。 

※ 第４次産業革命等の先端技術を活用したサービス（自動走行技術による運送サー

ビスやロボット技術を活用したサービス等）や、複数サービスの組合せや既存サー

ビスの性能の変化（低価格化、高品質化）等により新たな顧客層の獲得や市場を創

造するサービス等が挙げられる。 

Ｃ 製品の生産又は販売の方式の先進性 

同業他社の一般的な方式とは異なる生産方式を含む事業、同業他社の一般的な方

式とは異なる販売方式を含む事業をいう。 

※ 生産量や生産速度が大きく向上する方式の導入や、ブランディング戦略や新たな

販売方式の導入により、これまで当該製品の主な顧客層ではなかった顧客層を開拓

する事業（地域商社による新興国市場開拓等）等が挙げられる。 

Ｄ 役務の提供の方式の先進性 



  

20 

 

同業他社の一般的な提供方式とは異なる提供方式を含む事業をいう。 

※ 新たな提供方式を導入し、利便性の向上等を図ることで、これまで当該サービス

の主な顧客層ではなかった顧客層を開拓する事業等が挙げられる。 

（注） 特に、外国企業が、海外の革新的な技術や生産方式等を促進区域に導入して地

域経済牽引事業を実施する場合には、一定程度の先進性が認められる可能性が高

いと考えられる。 

③ 先進性が認められないものの類型 

ａ 同業他社における類似の製品、役務、製品の生産若しくは販売の方式又は役務の提

供の方式が、既に日本国内で相当程度普及している場合（ロボット・センサーの導入

や特定の建築技術を用いるものなど、一見して製品の生産若しくは販売の方式又は

役務の提供の方式に先進性があるようにみえる事業であっても、それが日本国内で

既に相当程度普及している場合を含む。） 

ｂ 単に自社の老朽化等をした既存工場の事業の生産能力を高めるために、製品、役

務、製品の生産若しくは販売の方式又は役務の提供の方式を変更せずに、工場等を新

設して行う事業である場合 

ｃ 当該事業に用いる技術、販売の方式又は役務の提供の方式が、比較的容易に模倣で

きるようなものを用いている場合（例えば、特定の建築技術を用いた設計・建築につ

いて、特徴的な技術であっても、同業他社が容易に模倣できるようなものを用いてい

る場合） 

 

ロ 事業の実施場所に関する基準（告示第１項第１号ロについて） 

承認地域経済牽引事業の実施場所が、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を

図るための特別措置に関する法律（以下「特定非常災害特別措置法」という。）第２

条第１項の規定により特定非常災害として指定された非常災害（以下「特定非常災

害」という。）に基因して事業又は居住の用に供することができなくなった建物又は

構築物が所在していた区域（対象事業を行う承認地域経済牽引事業者（以下「対象事

業者」という。）が当該特定非常災害に基因して災害対策基本法第９０条の２第１項

に規定する罹災証明書（以下「罹災証明書」という。）又はこれに準ずる書類の交付

を受けた者である場合には、当該特定非常災害についての特定非常災害特別措置法第

７条の政令で定める地区）内であり、かつ、承認地域経済牽引事業に係る法第１３条

第１項に規定する地域経済牽引事業計画の同条第４項又は第７項の規定による承認を

受けた日（以下「計画承認日」という。）が、当該特定非常災害に係る特定非常災害

特別措置法第２条第１項の特定非常災害発生日から起算して１年を経過していないこ

と。 

※  ただし、特定非常災害において中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グ

ループ補助金）又はなりわい再建支援事業（新グループ補助金）の採択を受けた事

業については、当該特定非常災害において、本基準を満たさないものとして取り扱

うこととする。 

承認地域経済牽引事業の実施場所が、特定非常災害に基因して事業又は居住の用に供

することができなくなった建物又は構築物が所在していた区域であることの証明につい
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ては、承認地域経済牽引事業の実施場所と同一の字に相当する範囲において、直接の被

災が発生したことを証する書類（当該範囲において罹災証明書又はこれに準ずる書類の

発行があったことを市町村が証する書類）の提出を求めることとする。なお、罹災証明

書に準ずる書類とは、市町村が条例等に基づき発行する被災証明書等をいう。 

 

（１の２）労働生産性の伸び率又は投資収益率が次のイ又はロに掲げる水準以上となるこ

とが見込まれること。 

イ 労働生産性の伸び率の基準（告示第１項第１号の２イについて） 

当該承認地域経済牽引事業の労働生産性の伸び率が一定水準以上となることが見込ま

れること。 

具体的には、承認地域経済牽引事業に係る地域経済牽引事業計画に定められた施設又

は設備を構成する法人税法第２条第２３号に規定する減価償却資産（以下「減価償却資

産」という。）を事業の用に供した日の属する事業年度から５年間の労働生産性の伸び

率の平均値（幾何平均値）を百分率で表した値が４以上となることが見込まれる場合と

する。なお、承認地域経済牽引事業者全体ではなく、承認地域経済牽引事業に係る事業

単位で算出するものとする。 

各事業年度の労働生産性の伸び率は次の計算式で計算することとする。 

（Ｘ１／Ｙ１）／（Ｘ２／Ｙ２） 

Ｘ１：当該事業年度における付加価値額  

Ｙ１：当該事業年度における従業者数 

Ｘ２：前事業年度における付加価値額 

Ｙ２：前事業年度における従業者数 

付加価値額の算定に当たっては、地域経済牽引事業計画に記載する付加価値創出額の

算定と同様、次の計算式を用いることとする。 

付加価値額 ＝ 売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額* ＋ 租税公課 

費用総額  ＝ 売上原価 ＋ 販売費及び一般管理費 

* 給与総額  役員（非常勤を含む。）及び従業者（臨時雇用者を含む。）に対する給

与（所得税・保険料等控除前の役員報酬、給与、賞与、手当、賃金等）の

総額。別経営の事業所に出向又は派遣している従業者に支給している給与

を含む。 

なお、事業年度の期間が１年未満である場合には、付加価値額を１年当たりの金額に

換算した値を用いる。例えば、事業年度の期間が７ヵ月間であった場合には上記の計算

式で計算した付加価値額に、１２／７を乗じた数とする。 

付加価値額がゼロ以下となる場合には、当該付加価値額を計算の便宜上１円として計

算する。 

また、売上高（売上数量・売上単価）の計算において、臨時的な需要の変動等による

売上数量・売上単価の変動がある場合には、その臨時的な需要の変動等による影響を取

り除いた数値で計算することとする。例えば、変動前に取引先と合意した売上数量・売

上単価を基礎として計算する方法など、需要の変動等による影響を勘案した方法を用い

ることが考えられる。なお、ⅱ．ロにおける投資収益率についても同様の考え方とす
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る。 

上記の各事業年度の労働生産性の伸び率の計算式及び付加価値額の算定の考え方は、

（４の２）及び（５）において同じとする。 

ロ 投資収益率の基準（告示第１項第１号の２ロについて） 

当該承認地域経済牽引事業の投資収益率が一定水準以上となることが見込まれるこ

と。 

具体的には、減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度の翌事業年度から

５年間の投資収益率の平均値を百分率で表した値が５以上となることが見込まれる場合

とする。なお、承認地域経済牽引事業者全体ではなく、承認地域経済牽引事業に係る事

業単位で算出するものとする。 

各事業年度の投資収益率は次の計算式で計算することとする。 

（Ｚ＋Ｗ）／Ｖ 

Ｚ：当該事業年度における営業利益の増加額 

Ｗ：当該事業年度における減価償却費の増加額 

Ｖ：減価償却資産の取得予定価額 

上記の各事業年度の投資収益率の算定の考え方は、（４の２）及び（５）において同

じとする。 

 

（２）売上高に関する基準（告示第１項第２号について） 

計画承認日以降５年を経過する日までの期間を含む事業年度において見込まれる当該

承認地域経済牽引事業に係る商品又は役務の売上高の伸び率を百分率で表した値が、０

を上回り、かつ、過去５事業年度における当該商品又は役務に係る市場の規模の伸び率

の実績値を百分率で表した値を５以上上回ること。 

売上高の伸び率は次の計算式で計算することとする。 

（ａ－ｂ）/ ｂ 

ａ：計画承認日から５年を経過した日を含む事業年度において見込まれる当該商品 

又は役務の売上高 

ｂ：計画承認日を含む事業年度において見込まれる当該商品又は役務の売上高 

市場の規模の伸び率は次の計算式で計算することとする。 

（ｃ－ｄ）/ ｄ 

ｃ：計画承認日の１年前の日を含む事業年度の当該商品又は役務に係る市場の規模 

ｄ：計画承認日の６年前の日を含む事業年度の当該商品又は役務に係る市場の規模 

例えば、過去５年間の市場の規模の伸び率が２％だった場合には、当該承認地域経済

牽引事業を行うことで見込まれる商品又は役務の売上高の伸び率は、７％以上でなけれ

ばならない。 

なお、計画承認日を含む事業年度において売上高が見込まれない場合には、次の計算

式で計算することとする。 

（ａ－ｂ’）/ｂ’×{５/（５－ｅ）} 

ａ ：計画承認日から５年を経過した日を含む事業年度において見込まれる当該商品 

又は役務の売上高 
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ｂ’：当該商品又は役務の売上が最初に見込まれる事業年度において見込まれる当該

商品又は役務の売上高 

ｅ ：計画承認日を含む事業年度から当該商品又は役務の売上が最初に見込まれる事 

業年度までに経過した年度の数 

また、売上高（売上数量・売上単価）の計算において、臨時的な需要の変動等による売

上数量・売上単価の変動がある場合には、その臨時的な需要の変動等による影響を取り除

いた数値で計算することとする。例えば、変動前に取引先と合意した売上数量・売上単価

を基礎として計算する方法など、需要の変動等による影響を勘案した方法を用いることが

考えられる。 

 

（３）減価償却資産の取得予定価額に関する基準（告示第１項第３号について） 

減価償却資産の取得予定価額の合計額が１億円以上であること。 

取得予定価額を計算する際には、課税の特例の対象となる機械及び装置、器具及び備

品、建物及びその附属設備並びに構築物だけでなく、減価償却資産を全て合算する。 

  

（４）取得予定価額と減価償却費の比率に関する基準（告示第１項第４号について） 

減価償却資産の取得予定価額が、次のイからハまでに掲げる対象事業者の区分に応

じ、それぞれイからハまでに定める額の１００分の２５以上の額であること。 

イ ロ及びハに掲げる者以外の対象事業者 当該対象事業者の前事業年度における減価

償却費の額（事業年度の期間が１年未満である場合にあっては、当該減価償却費の額

を１年当たりの額に換算した額） 

ロ 連結会社（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第２条第５号に規

定する連結会社をいう。以下同じ。）である対象事業者 当該対象事業者の前事業年

度における減価償却費の額に、同一の連結の範囲に含まれる他の会社の同条第４１号

に規定する前連結会計年度における減価償却費の額の合計額を加えて得た額（当該前

連結会計年度の期間が１年未満である場合にあっては、その加えて得た額を１年当た

りの額に換算した額） 

ハ 外国法人等（外国の法令に準拠して設立された法人、外国に主たる事務所を有する

法人その他の団体をいう。）が直接又は間接に有する対象事業者の議決権の数の当該

対象事業者の議決権の総数のうちに占める割合が１００分の５０を超える場合におけ

る当該対象事業者（連結会社を除く。） 当該対象事業者の前事業年度における減価

償却費の額（事業年度の期間が１年未満である場合にあっては、当該減価償却費の額

を１年当たりの額に換算した額）に、当該外国法人等（その１００分の５０を超える

かどうかの判定の基礎となった者が複数である場合は、その全ての者）の前事業年度

の減価償却費の額（事業年度の期間が１年未満である場合にあっては、当該減価償却

費の額を１年当たりの額に換算した額）の合計額を加えて得た額 

（注１） 取得予定価額を計算する際には、課税の特例の対象となる機械及び装置、器 

具及び備品、建物及びその附属設備並びに構築物だけでなく、減価償却資産

（工具、船舶、ソフトウェア等）を全て合算する。 

（注２） 複数の事業者が共同で行う事業において、当該基準を満たさない事業者がい
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た場合には、当該基準を満たす事業者のみが確認の対象となる。 

（注３） 減価償却資産の取得が複数年度にわたる場合であっても、事業の確認を行う

事業年度の前事業年度における減価償却費の額をもって判断する。 

（注４） 対象事業者が上記イからハまでのいずれの区分に該当するかの判定は、その

確認時で行う。また、その判定に当たっては、対象事業者がグループ通算制度

を採用しているかどうかは考慮しない。 

（注５） 対象事業者が上記ロに掲げる者に該当する場合について、対象事業者の確認

時の事業年度の前事業年度の減価償却費の額に、その確認時において同一の連

結の範囲に含まれる他の全ての会社の前事業年度の減価償却費の額の合計額を

加えることとする。なお、同一の連結の範囲に含まれる他の会社が、確認時と

前連結会計年度末とで異動がない場合は、前連結会計年度の連結財務諸表（連

結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第１条第１項に規定する連

結財務諸表をいう。）の減価償却費の額とすることも可能とする。 

（注６） 告示第１項第４号ハに規定する外国法人等（以下「外国法人等」という。）

がその直接又は間接の出資者に含まれる対象事業者は、上記ハに掲げる者に該

当するか否かの判定の基礎となる資料を別添４の確認申請書に添付することと

する。 

（注７） 対象事業者が上記ハに掲げる者に該当する場合について、その減価償却費の

額が海外通貨基準で記載されている場合は、申請日時点で日本円に換算した額

とするとともに、その換算の基となった資料を別添４の確認申請書に添付する

こととする。 

 

（４の２）確認申請について、当該確認申請に係る対象事業者と同一の者が実施する他の

承認地域経済牽引事業計画であって、当該確認申請に係る承認地域経済牽引事業計画と

同一の都道府県知事又は主務大臣が承認したもの（当該確認申請前に当該他の承認地域

経済牽引事業計画に係る地域経済牽引事業が法第２５条に基づく主務大臣の確認を受け

たものに限る。以下「旧計画」という。）がある場合における基準（告示第１項第４号

の２について） 

旧計画がある場合にあっては、次のいずれにも該当すること。 

イ 確認申請時に旧計画の実施期間が終了していること。 

ロ 旧計画について、労働生産性の伸び率及び投資収益率が一定水準以上であったこと。 

具体的には、旧計画における労働生産性の伸び率（旧計画における減価償却資産を事

業の用に供した日の属する事業年度から５年間の伸び率の平均値（幾何平均値））及び

投資収益率（旧計画における減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度の翌

事業年度から５年間の平均値）を百分率で表した値がそれぞれ４及び５以上（ただし、

令和６年９月２日以後に（５）又は（５）かつ（６）を満たすものとして当該確認申請

を行った場合は、それぞれ５以上（なお、対象事業者が法第２条第３項に規定する中小

企業者である場合にあってはそれぞれ４及び５以上））となることを求める。 

ただし、上記の労働生産性の伸び率及び投資収益率の算定期間が、５年間に満たない

場合は、直近事業年度までの間について算定することとする。 



  

25 

 

 

（５）付加価値額増加率等に関する基準（告示第１項第５号について） 

 計画承認日が平成３１年４月１日以後である場合であって、次のいずれにも該当する

こと。 

イ 次のＡからＣまでのいずれかに該当すること。 

Ａ 対象事業者の付加価値額増加率（前事業年度における付加価値額から前々事業年

度における付加価値額を控除した金額の当該前々事業年度における付加価値額に対

する割合）を百分率で表した値が８以上であり、かつ、承認地域経済牽引事業が１

億円以上の付加価値額を創出すると見込まれるものであること。 

付加価値額増加率は、次の計算式で計算することとする。 

（ａ－ｂ）/ｂ 

ａ：前事業年度における付加価値額 

ｂ：前々事業年度における付加価値額 

Ｂ 計画承認日が令和５年４月１日以後である場合であって、対象事業者の平均付加

価値額（前事業年度及び前々事業年度の付加価値額の年平均をいう。）が５０億円

以上であり、かつ、承認地域経済牽引事業が３億円以上の付加価値額を創出すると

見込まれるものであること。 

平均付加価値額は、次の計算式で計算することとする。 

（ａ＋ｂ）/２ 

ａ：前事業年度における付加価値額 

ｂ：前々事業年度における付加価値額 

  Ｃ 計画承認日が令和７年４月１日以後である場合であって、対象事業が次のいずれ

かに該当するとともに、承認地域経済牽引事業が１億円以上の付加価値額を創出す

ると見込まれるものであり、かつ、減価償却資産の取得予定価額の合計額が１０億

円以上であること。 

  a 指定業種（その承認の際に適合すると認められた法第６条に規定する同意基本計

画（以下「同意基本計画」という。）において法第４条第１項に規定する市町村

及び同項に規定する都道府県が基本方針第一ハ(2)に基づき指定した業種をいう。

以下同じ。）に該当すること。 

     b 対象事業の特定取引先（当該対象事業に関する直接の取引先であって当該対象事

業の出荷額又は仕入額のうちに当該取引先に対する出荷額又は当該取引先からの

仕入額の占める割合が１００分の５０を超える場合における当該取引先をい

う。）の行う対象事業者からの仕入れ（当該対象事業に係るものに限る。）又は

対象事業者に対する出荷（当該対象事業に係るものに限る。）に係る事業（当該

対象事業に係る承認の際に適合すると認められた同意基本計画の法第４条第２項

第１号に規定する促進区域内において行われるものに限る。）が指定業種に該当

するものであること。 

上記ＡからＣまでにおいて、承認地域経済牽引事業の付加価値額については、実施期

間の最終年度の単年度に創出される付加価値額から、承認地域経済牽引事業の開始前の

付加価値額を控除した付加価値額が１億円（Ｂについては３億円）以上であると見込ま



  

26 

 

れることとする。なお、実施期間が５年に満たない場合においても、１億円（Ｂについ

ては３億円）以上の付加価値額の創出見込みが必要となる。 

ロ 承認地域経済牽引事業の労働生産性の伸び率を百分率で表した値が５以上（ただ

し、計画承認日が令和６年９月２日より前である場合又は対象事業者が法第２条第３

項に規定する中小企業者である場合にあっては、４以上）となることが見込まれるこ

と。 

具体的には、減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度から５年間の労

働生産性の伸び率の平均値（幾何平均値）を百分率で表した値が５以上（ただし、計

画承認日が令和６年９月２日より前である場合又は対象事業者が法第２条第３項に規

定する中小企業者である場合にあっては、４以上）となることを求める。なお、承認

地域経済牽引事業者全体ではなく、承認地域経済牽引事業に係る事業単位で算出する

ものとする。 

ハ 承認地域経済牽引事業の投資収益率を百分率で表した値が５以上となることが見込

まれること。 

具体的には、減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度の翌事業年度か

ら５年間の投資収益率の平均値を百分率で表した値が５以上となることを求める。な

お、承認地域経済牽引事業者全体ではなく、承認地域経済牽引事業に係る事業単位で

算出するものとする。 

ニ 承認地域経済牽引事業について、（１）イに該当すること（（１）ロに該当する場

合には、告示第１項第５号の要件には該当しないものとして取り扱うこととす

る。）。 

 

（６）地域の事業者に対して著しい経済的効果を及ぼすものに関する基準（告示第１項第

６号について） 

   計画承認日が令和６年９月２日以後である場合であって、次のいずれにも該当する

こと。 

イ 対象事業者が産業競争力強化法第３４条の２第１項に規定する特定中堅企業者

（事業再編の実施に関する指針（平成２６年１月１７日財務省、経済産業省告示第

１号。以下「実施指針」という。）６ルに規定する評価委員会において実施指針５

イ（３）（ⅰ）～（ⅲ）に掲げる観点から十分な経営能力を有していることの確認

を受けている者に限る。）であること。 

具体的には、対象事業者が以下のＡ～Ｅを満たすことを求めるものとする。 

なお、以下のＡ～Ｃにおいて、常用従業者とは、労働基準法第２０条の規定に基

づく「予め解雇の予告を必要とする者」を指す。会社役員及び個人事業主は予め解

雇の予告を必要とする者に該当しないので、該当しない。 

Ａ 常用従業者数が２，０００人以下であること（ただし、中小企業者及びみなし

大企業を除く。）。 

※ 中小企業者とは、産業競争力強化法第２条第２２項に規定する中小企業者 

をいう。 

（https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/zeiseishien.html） 

https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/zeiseishien.html
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※  みなし大企業とは、下記 a及び bに掲げる会社とする。 

ａ その発行済株式（その有する自己の株式を除く。b において同じ。）の総  

数の２分の１を超える株式が同一の大企業者（常用従業者数が２，０００

人を超える会社及び個人事業主をいう。以下 aにおいて同じ。）及び当該大

企業者と特殊の関係のある会社（次の＊１から＊３までに掲げる会社をい

う。ｂにおいて同じ。）の所有に属している会社 

＊１ 当該大企業者が有する他の会社の株式の総数又は出資の金額の合計

額が当該他の会社の発行済株式又は出資（その会社が有する自己の株式

又は出資を除く。＊２及び＊３において同じ。）の総数又は総額の２分

の１以上に相当する場合における当該他の会社 

＊２ 当該大企業者及び＊１に掲げる会社が有する他の会社の株式の総数

又は出資の金額の合計額が当該他の会社の発行済株式又は出資の総数

又は総額の２分の１以上に相当する場合における当該他の会社 

＊３ 当該大企業者並びに＊１及び＊２に掲げる会社が有する他の会社 

の株式の総数又は出資の金額の合計額が当該他の会社の発行済株式又

は出資の総数又は総額の２分の１以上に相当する場合における当該他

の会社 

ｂ ａに掲げるもののほか、その発行済株式の総数の３分の２以上が大企業

者及び当該大企業者と特殊の関係のある会社の所有に属している会社 

 

Ｂ 直近事業年度の常用従業者１人当たり給与等支給額が業種別基準額以上であ

ること。 

※ 常用従業者１人当たり給与等支給額は、次の計算式で計算することとする。 

（給与等支給額）÷（常用従業者数） 

ａ Ｂにおいて、算出の対象となる常用従業者は当該事業年度の期間内の各

月分の給与等（俸給・給料・賃金・歳費及び賞与並びにこれらの性質を有す

る給与をいう。）の支給を受けたものに限る。 

ｂ 給与等支給額について、事業年度が 1 年でない場合については当該額を

１年あたりに換算することとする。また、年換算する際に賞与の支給月が

含まれる場合は、賞与を除いた額を年換算し、その額に賞与の額を加える

こと。 

ｃ 常用従業者数に所定労働時間より短い労働時間で勤務する短時間労働者

を含む場合は、就業時間換算したものを使用すること。 

 

※ 業種別基準額について下記とする。 

業種 常用従業者一人あたり給与等支

給額     

（百万円） 

製造業その他 ５．４２ 
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卸売業 ５．６０ 

サービス業 ５．２４ 

小売業 ３．７２ 

 

Ｃ 常用従業者数の伸び率（３事業年度前比の年平均成長率）が業種別基準率以上

であること。 

※ 常用従業者数の伸び率は、次の計算式で計算することとする。 

     ｛（a／b）^c｝-１ 

ａ：直近事業年度（末日）の常用従業員数 

ｂ：直近の事業年度の３事業年度前（末日）の常用従業員数 

ｃ：１／３ 

    

※ 業種別基準率について下記とする。 

業種 常用従業者数の伸び率 

（３事業年度間の年平均成長率）          

（％） 

製造業その他 ０．７ 

卸売業 ０．５ 

サービス業 １．１ 

小売業 １．０ 

 

Ｄ 直近３事業年度のうち、いずれかの事業年度の売上高成長投資比率が、業種別

基準率以上であること 

※ 成長投資額は、下記 a～dのいずれかとする。 

ａ 設備投資額（有形固定資産投資額）   

➢  土地、建物､構築物､機械及び装置､船舶、車両及び運搬具、工具、器具

及び備品等の購入、自家建設等による取得価額の合計額とする。 

ｂ 無形固定資産投資額 

➢  営業権（のれん）、特許権、商標権、実用新案権、意匠権、借地権、地上

権、鉱業権、漁業権、入漁権、ソフトウェアなどの取得価額の合計額とす

る。  

ｃ 研究開発費の額 

➢ 自社研究開発費（自社の研究開発のために自社において使用した開発費

用をいう。）及び委託研究開発費（社外（国内・海外）に委託した研究開発

費（委託費、賦課金など）をいう。）とする。 

ｄ 教育訓練費の額 

➢  対象事業者がその国内雇用者（対象事業者の使用人（当該対象事業者と

その親族等特殊の関係のある者及び対象事業者が法人である場合に当該

法人の使用人としての職務を有する役員を除く。）のうちその対象事業者
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の国内に所在する事業所につき作成された賃金台帳に記載された者をい

う。以下Ｄにおいて同じ。）の職務に必要な技術又は知識を習得させ、又

は向上させるために支出する費用で以下のものをいう。 

✓ 対象事業者がその国内雇用者に対して教育、訓練、研修、講習その他

これらに類するもの（以下「教育訓練等」という。）を自ら行う場合の

次の費用 

・ 当該教育訓練等のために講師又は指導者（対象事業者が法人である

場合において当該法人の役員又は対象事業者の使用人である者を除

く。以下「講師等」という。）に対して支払う報酬、料金、謝金その他

これらに類するもの及び教育訓練等を行うために要する講師等の旅

費のうち対象事業者が負担するもの並びに教育訓練等に関する計画

又は内容の作成について当該教育訓練等に関する専門的知識を有す

る者（対象事業者が法人である場合において当該法人の役員又は対象

事業者の使用人である者を除く。）に委託している場合の当該専門的

知識を有する者に対して支払う委託費その他これに類するもの 

・ 当該教育訓練等のために施設、設備その他の資産を賃借する場合に 

おけるその賃借に要する費用及びコンテンツ（文字、図形、色彩、音

声、動作もしくは映像又はこれらを組み合わせたものをいう。）の使

用料（コンテンツの取得に要する費用に該当するものを除く。） 

✓ 対象事業者から委託を受けた他の者が対象事業者の国内雇用者に対

して教育訓練等を行う場合の、当該教育訓練等のために当該他の者に

対して支払う費用 

✓ 対象事業者がその国内雇用者を他の者が行う教育訓練等に参加させ

る場合の、当該他の者に対して支払う授業料、受講料、受験手数料そ

の他の当該他の者が行う教育訓練等に対する対価として支払うもの 

 

※ 売上高成長投資比率は、次の計算式で計算することとする。 

（Ａ事業年度の各成長投資額）÷（Ａ事業年度の売上高） 

※ 業種別基準率について下記とする。 

業種 売上高成長投資比率                 （％） 

設備投資額 

（有形固定資

産） 

無形固定資産 

投資額 

研究開発費 教育訓練費 

製 造 業 そ

の他 

３．９ ０．３ ２．３ ０．０５ 

卸売業 ０．６ ０．１ ０．１ ０．０１ 

サ ー ビ ス

業 

５．４ ０．５ ０．４ ０．０４ 

小売業 ２．４ ０．２ ０．１ ０．０３ 
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※ 成長投資額を構成する金額が対象事業者の取得した資産に係るものである

場合には、その事業の用に供した資産に係るものに限るものとし、成長投資額

に充てるために他の者から支払いを受ける金額がある場合には、当該金額を

控除するものとする。 

 

Ｅ 実施指針６ルに規定する評価委員会において実施指針５イ（３）（ⅰ）～（ⅲ）

に掲げる観点から十分な経営能力を有していることの確認を受けている者であ

ること。 

※ 経営力については下記ａ～ｃの観点から確認するものとする。 

ａ 社会の諸課題又は国際的な競争条件の変化その他の社会情勢の変化等を

勘案し、長期的な視点に立って成長発展を図るための経営戦略を作成してい

ること。 

ｂ 自らが営む事業の属する事業分野における内外の市場の状況並びに自ら

の経営資源の内容及び財務内容その他経営の状況の分析をした上で、当該分

析の結果を勘案した事業計画を作成していること。 

c  当該経営戦略及び当該事業計画に関する定量的な目標を設定し、その目標

を達成するために必要な適正な経営管理体制が整備されていること。 

ロ （５）イＡ及びＢのいずれにも該当すること。 

ハ 減価償却資産の取得予定価額の合計額が１０億円以上であること。 

ニ 対象事業者が、下請中小企業振興法第２条第４項に規定する下請事業者その他の

取引先との適切な関係の構築の方針を宣言していること。すなわち、「パートナーシ

ップ構築宣言」の登録を行っていること。 

※ 「パートナーシップ構築宣言」の登録については下記ＵＲＬを参照。 

https://www.biz-partnership.jp/index.html 

    なお、「パートナーシップ構築宣言」については、ポータルサイトでの掲載が取りや

めになった場合、取りやめになった日から１年間は再掲載ができないこととされてい

る。このため、本税制の確認を受けている（又は、受けようとしている）事業者の宣

言の掲載が取りやめになった場合、取りやめになった日から１年間は税制の適用を受

けられないものとする。 

 

２ 法第２５条に基づく確認の流れ 

承認地域経済牽引事業者は、法第２５条に基づく主務大臣の確認を受けようとする場合

には、別添４の確認申請書（※）を、経済産業局を経て主務大臣に提出するものとする。 

 別添４の確認申請書のうち、法第２５条に基づく主務大臣の確認を受けようとする承認

地域経済牽引事業者が提出すべき様式は次のとおりとする。 

１（１）イ（先進性に関する基準）により先進性を示す事業者 様式１の１ 

１（１）イ（先進性に関する基準）により先進性を示す事業者のうち（５）

又は（５）及び（６）への適合を示す事業者 

様式１の１ 

様式１の２ 

１（１）ロ（事業の実施場所に関する基準）への適合を示す事業者 様式２ 

https://www.biz-partnership.jp/index.html
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なお、同一の事業者が同一の都道府県内で実施する地域経済牽引事業については、一度

の確認申請期間における確認申請は一件に限ることとする。 

確認申請書を受け取った経済産業局は、必要に応じて、事業者に対して、地域経済牽引

事業の概要等に関する説明を求めることとする。 

主務大臣は、承認地域経済牽引事業者（承認地域経済牽引事業を共同して行う場合にあ

っては、法第１３条第１項に規定する代表者をいう。）から法第２５条の確認に係る申請

を受けた場合であって、対象事業が告示で定めた基準に適合すると認めるときは、当該承

認地域経済牽引事業者に対し、告示で定めた様式による確認書を交付するものとする。 

承認地域経済牽引事業者は、主務大臣による確認を受けた後に、機械及び装置、器具及

び備品、建物及びその附属設備並びに構築物の取得又は製作若しくは建設をし、承認を受

けた地域経済牽引事業の用に供した場合に、課税の特例の適用を受けることができる（建

物及びその附属設備並びに構築物については、計画承認後であれば、計画確認前に着工す

ることは妨げないが、確認を受けることができなかった場合には、課税の特例の適用を受

けることはできないので留意すること。）。 

（※）このガイドラインの施行（令和７年４月）の際現にある改正前の確認申請書の様式

（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、改正後の様式によるものと

みなす。また、このガイドラインの施行の際現にある旧様式による用紙については、当

分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 

【参考：地域未来投資促進税制について】 

 法第２５条の課税の特例として、平成２９年の税制改正において地域未来投資促進税制

が創設された。 

地域未来投資促進税制は、青色申告書を提出する承認地域経済牽引事業者で、指定期間

（法の施行の日（平成２９年７月３１日）から令和１０年３月３１日までの期間）内に、

法第２５条に基づく確認を受けた承認地域経済牽引事業に係る促進区域内においてその承

認地域経済牽引事業に係る承認地域経済牽引事業計画に従って特定地域経済牽引事業施設

等の新増設をする場合において、その新増設に係る特定事業用機械等（特定地域牽引事業

施設等を構成する機械及び装置、器具及び備品、建物及びその附属設備並びに構築物）の

取得又は製作若しくは建設をし、その承認地域経済牽引事業の用に供した場合に、その承

認地域経済牽引事業の用に供した日を含む事業年度において、その特定事業用機械等の取

得価額の３５％（建物及びその附属設備並びに構築物については、２０％）の特別償却又

は４％（建物及びその附属設備並びに構築物については、２％）の税額控除（当期の法人

税額の２０％を上限とする。）ができるというものである。 

 なお、当該承認地域経済牽引事業が、地域の成長発展の基盤強化に著しく資するものと

して経済産業大臣が財務大臣と協議して定める基準（※１）に適合することについて法第

４３条第２項に規定する主務大臣の確認を受けたものであるときは、機械及び装置並びに

器具及び備品については５０％の特別償却又は５％の税額控除ができることとされてお

り、特別償却割合及び税額控除割合が上乗せされる。また、当該承認地域経済牽引事業が

地域の事業者に対して著しい経済的効果を及ぼすものとして経済産業大臣が財務大臣と協

議して定める基準（※２）に適合することについて法第４３条第２項に規定する主務大臣
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の確認を受けたものであるときは６％の税額控除ができることとされており、税額控除割

合がさらに上乗せされる。 

（※１）地域の成長発展の基盤強化に著しく資するものとして経済産業大臣が財務大臣と

協議して定める基準は、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化

に関する法律第二十五条の規定に基づく地域の成長発展の基盤強化に特に資するも

のとして主務大臣が定める基準等に関する告示第１項第５号に該当することとされ

ている。告示第１項第５号とは上記１（５）を指すことから、承認地域経済牽引事

業が上記１（１）～（５）に該当する確認がされた場合は、この基準に適合するこ

ととなる。 

（※２）地域の事業者に対して著しい経済的効果を及ぼすものとして経済産業大臣が財務

大臣と協議して定める基準は、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基

盤強化に関する法律第二十五条の規定に基づく地域の成長発展の基盤強化に特に資

するものとして主務大臣が定める基準等に関する告示第１項第５号及び第６号に該

当することとされている。告示第１項第６号とは上記１（６）を指すことから、承

認地域経済牽引事業が上記１（１）～（６）に該当する確認がされた場合は、この

基準に適合することとなる。 

 

  



  

33 

 

第６ 承認地域経済牽引事業の実施状況の報告について 

承認地域経済牽引事業者が各事業年度に報告する実施状況報告書の作成に当たっては、

次の事項に留意すること。 

 

１ 実施した地域経済牽引事業の内容及び適用を受けた支援措置の内容 

承認地域経済牽引事業者は、各事業年度で実施した承認地域経済牽引事業に係る事業

内容（進捗状況を含む。）を記載すること。なお、記載に当たっては、承認地域経済牽引

事業計画「Ⅰ１（３）（地域経済牽引事業の内容）」に記載した内容との整合を図ること。 

承認地域経済牽引事業の実施に当たって、各事業年度で活用した支援措置等を網羅的

に記載すること。なお、記載に当たっては、以下の表で記載すること。 

 

○活用した支援措置（複数可） 

支援措置の項目 
利用件数 

（単位：件数） 
金額等 単位 

・みなし特定事業者の特例 

（法第１５条関係） 
 ―  

・事業環境整備への提案 

（法第１６条関係） 
 ― ― 

・農地転用の配慮 

（法第１８条関係） 
  ヘクタール 

・市街化調整区域での開発の配慮 

（法第１８条関係） 
  ヘクタール 

・中小企業信用保険法の特例 

（法第１９条関係） 
 ― ― 

・中小企業投資育成株式会社法の特例

（法第２０条関係） 
 ― ― 

・食品等の流通の合理化及び取引の適

正化に関する法律の特例（法第２１

条関係） 

 
― ― 

・株式会社日本政策金融公庫法の特例

［クロスボーダーローン、スタンド

バイ・クレジット］（法第２２条関

係） 

 
※融資等を受け

た金額を記載 
円 

・一般社団法人の地域団体商標の登録

主体追加（法第２３条関係） 
 ― ― 
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・地域団体商標の登録料等の減免 

（法第２４条関係） 
 ― ― 

・地域未来投資促進税制 

（法第２５条関係） 
 

※課税の特例の 

適用額を記載 
円 

・地方公共団体による地方税の減免  
※減免された 

金額を記載 
円 

・財産処分の特例 

（法第２７条関係） 
  設備 

・中小企業等協同組合法及び中小企業

団体の組織に関する法律の特例（第

２８条） 

 
― ― 

・事業譲渡の際の免責的債務引受の特

例（第２９条） 
 ― ― 

・国の予算による措置（地域経済牽引

事業計画の承認を受けたことによ

る優先採択などがあった場合） 

 ※補助等を受け

た金額を記載 
円 

・地方創生推進交付金を活用した 

地方公共団体による支援 
 

※補助等を受け

た金額を記載 
円 

・政府系金融機関による金融支援  
※融資を受けた

金額を記載 
円 

・その他（地方公共団体独自の地域経

済牽引事業のための支援措置などを

記載。） 

 

 

 

 

２ 実施した地域経済牽引事業の経済的効果の状況 

（１）付加価値創出額 

承認地域経済牽引事業者は、各事業年度で実施した承認地域経済牽引事業に係る付加価

値額及び付加価値創出額（承認地域経済牽引事業開始前の付加価値額との比較）を記載す

ること。なお、記載に当たっては、承認地域経済牽引事業計画「Ⅰ３（１）付加価値創出

額」に記載した内容との整合を図るとともに、算出根拠を示すこと。 

 

（２）経済的効果 

承認地域経済牽引事業者は、各事業年度で実施した承認地域経済牽引事業に係る地域の

事業者に及ぼした経済的効果を記載すること。なお、記載に当たっては、承認地域経済牽

引事業計画「Ⅰ３（２）経済的効果」に記載した内容との整合を図るとともに、算出根拠

を示すこと。 
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３ 実施した地域経済牽引事業の機械及び装置、建物及びその附属設備並びに構築物の取

得又は製作若しくは建設（設備投資）に関する実績 

承認地域経済牽引事業者は、各事業年度で実施した承認地域経済牽引事業に係る機械及

び装置、建物及びその附属設備並びに構築物の取得又は製作若しくは建設に要した額（設

備投資額）について記載すること。なお、記載に当たっては、設備投資の内容ごとの設備

投資額及び設備投資額の合計額を記載すること。 

 

４ その他 

承認地域経済牽引事業を共同で実施している場合、代表者がその他の事業者の実施状況

をとりまとめ、一通の実施状況報告書において、報告を行うことができる。 

  



  

36 

 

第７ 地域経済牽引事業に関する手続について 

以下に掲げる地域経済牽引事業に関する手続については、電子メールでの提出を可能と

する。電子メールで提出する場合は、必要事項を記載した申請書等のデータをＰＤＦ形式

に変換した上で添付すること。 

・地域経済牽引事業計画の承認の申請 

・承認地域経済牽引事業計画の変更の承認の申請 

・承認地域経済牽引事業の実施状況の報告 

・事業環境の整備に係る措置の提案 

・規制についての規定の解釈に関する照会 

・商標権の譲受けの申請 

・法第２５条に基づく確認の申請 

 

※ 地方公共団体が発出する通知書等（例：地域経済牽引事業計画の承認通知書）につい

て、各地方公共団体において定められている公印規程等の取扱いに基づき、公印省略と

することができる。 

 

また、以下に掲げる地域経済牽引事業に関する手続きについては、オンラインフォーム（Ｇ

ｂｉｚフォーム）での提出を可能とする。 

・地域経済牽引事業計画の承認の申請 

・承認地域経済牽引事業計画の変更の承認の申請 

・承認地域経済牽引事業の実施状況の報告 

・法第２５条に基づく確認の申請 

 

 

（参考）地域経済牽引事業計画に係る特例措置について 

１ 法第１５条に規定するみなし特定事業者の特例 

地域経済牽引事業計画の承認申請時（変更の承認の申請を行った場合は、当該変更の承

認申請時）に特定事業者であった承認地域経済牽引事業者が、承認申請時から地域経済牽

引事業計画の実施期間の終了までの間に特定事業者でなくなった場合に、当該実施期間内

は引き続き特定事業者であるものとみなして、①法第１９条に規定する中小企業信用保険

法の特例、②法第２０条に規定する中小企業投資育成株式会社法の特例、③法第２２条に

規定する株式会社日本政策金融公庫法の特例（クロスボーダーローン、スタンドバイ・ク

レジット）、④日本政策金融公庫（沖縄県の承認地域経済牽引事業者は沖縄振興開発金融公

庫）による融資制度（地域活性化・雇用促進資金等）による支援措置を利用することがで

きる。 

令和２年１０月１日以降に地域経済牽引事業計画の承認申請を行った事業者がみなし特

定事業者の特例を活用するためには、①～④の支援措置を利用する際に、資本金及び従業

員数の記載された「地域経済牽引事業計画の承認申請書の写し」を提出し、承認申請時に
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特定事業者であったことを示すことが必要である。 

令和２年９月３０日以前に地域経済牽引事業計画の承認申請を行った事業者がみなし特

定事業者の特例を活用するためには、①～④の支援措置を利用する前に、地域経済牽引事

業計画の承認を行った都道府県に対し、特定事業者として地域経済牽引事業計画の承認を

申請した旨の書面（承認地域経済牽引事業の実施に係る確認申請書）を提出し、その内容

を確認した旨を通知する書面（承認地域経済牽引事業の実施に係る確認書）の交付を受け

る必要がある。書面の例については、別添５を参照すること。また、「承認地域経済牽引事

業の実施に係る確認申請書」を都道府県に提出する際には、地域経済牽引事業計画の承認

申請時に特定事業者であったことを示す書類を添付するものとする。支援措置を利用する

際には、都道府県より交付される「承認地域経済牽引事業の実施に係る確認書」を提出す

ることが必要である。 

 

２ 法第１９条に規定する中小企業信用保険法の特例 

承認地域経済牽引事業者が法第１９条に規定する中小企業信用保険法の特例を利用しよ

うとする場合には、地域経済牽引事業計画の承認を行った都道府県に対し、承認地域経済

牽引事業計画に沿って承認地域経済牽引事業を実施している旨の書面（承認地域経済牽引

事業の実施に係る確認申請書）を提出し、その内容を確認した旨を通知する書面（承認地

域経済牽引事業の実施に係る確認書）の交付を当該都道府県より受けた上で、当該都道府

県による確認日から１年以内に、「承認地域経済牽引事業の実施に係る確認書」、「地域経済

牽引事業計画の承認に係る通知書の写し」及び「地域経済牽引事業計画の承認申請書の写

し」を信用保証協会又は金融機関に対して提出し、地域経済牽引事業関連保証の申込みを

行うことが必要である。書面の例については、別添５を参照すること。 

地域経済牽引事業関連保証のうち、承認地域経済牽引事業計画に従って行われる事業承

継等に必要な資金に係るもの（特例地域経済牽引事業関連保証）については、経営者保証

を含む保証人の保証を徴求しないものとする。 

特例地域経済牽引事業関連保証を利用するためには、地域経済牽引事業計画のうち、「Ⅱ

３ 特定事業者が法第１９条第３項、第２８条又は第２９条に定められた事業承継等に関

する特例を受ける場合の事項」に関する記載が必要であり、地域経済牽引事業計画の承認

申請日の属する事業年度の直前の事業年度の決算において、①純資産の額が零を超えるこ

と、②ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率が１０倍以内であること、の２つの要件を満たす必要

がある。さらに、特例地域経済牽引事業関連保証の申込みを行う際に、①申込み直前の事

業年度の決算において純資産の額が零を超えること、②返済緩和中ではないこと、③申込

み直前の事業年度の決算においてＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率が１０倍以内であること、

④法人と経営者の分離がなされていること、の全ての要件を満たす必要がある。 

 

３ 法第２０条に規定する中小企業投資育成株式会社法の特例 

 中小企業投資育成株式会社については、資本金３億円以下の株式会社を支援対象として

いるが、承認地域経済牽引事業者は、法第２０条の規定に基づき、資本金の額が３億を超

えるものであっても、以下の①、②の手法による場合は支援対象となり得る。 
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① 特定事業者が資本金３億円を超える株式会社を設立する際に発行する株式の引受け

及び引受けに係る株式の保有 

② 資本金が既に３億円を超えている株式会社である特定事業者が発行する株式、新株

予約権又は新株予約権付社債等の引受け 

 法第２０条に規定する中小企業投資育成株式会社法の特例を利用しようとする場合に

は、本社が所在する地域において事業を行う中小企業投資育成株式会社に対し、「地域経

済牽引事業計画の承認に係る通知書の写し」及び「地域経済牽引事業計画の承認申請書の

写し」を提出して、相談・申込みを行い、投資の可否について所定の審査を受ける必要が

ある。 

 

４ 法第２１条に規定する食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律の特例 

 食品製造業者等が行う地域経済牽引事業については、食品等流通合理化促進機構から以

下の支援を受けることができる。 

 ① 承認地域経済牽引事業に必要な資金の借入れに係る債務保証 

② 地域経済牽引事業に必要な資金のあっせん 

 

５ 法第２２条に規定する株式会社日本政策金融公庫法の特例（クロスボーダーローン、

スタンドバイ・クレジット） 

 承認地域経済牽引事業者である特定事業者の外国関係法人等が、海外において承認地域

経済牽引事業の実施に資する事業を行う際に、日本政策金融公庫からの長期の資金の借入

れ（クロスボーダーローン）、日本政策金融公庫の提携する海外金融機関からの長期の資

金の借り入れに係る日本政策金融公庫による債務の保証（スタンドバイ・クレジット）を

受けることができる。 

 支援措置を利用する際に、外国関係法人等は、承認地域経済牽引事業者である特定事業

者と以下の（１）～（４）のいずれかの関係を有する必要がある。 

 

外国関係法人等との関係 

（１） 

外国関係法人等の発行済株式若しくは持分又はこれらに類似するもの（以

下「株式等」という。）の総数又は総額の１００分の５０以上に相当する数又

は額の株式等を、特定事業者が所有する関係 
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（２） 

次のイ又はロに該当し、かつ、外国関係法人等の役員その他これに相当す

る者（以下「役員等」という。）の総数の２分の１以上を特定事業者の役員又

は職員が占める関係 

イ 当該外国関係法人等の株式等の総数又は総額の１００分の４０以上、

１００分の５０未満に相当する数又は額の株式等を当該特定事業者が

所有していること。 

ロ 当該特定事業者の所有する当該外国関係法人等の株式等の数又は額

が１００分の２０以上、１００分の４０未満であって、かつ、他のいか

なる者が所有する当該外国関係法人等の株式等の数又は額をも下回っ

ていないこと。 

（３） 

外国関係法人等の株式等の総数又は総額の１００分の５０以上に相当す

る数又は額の株式等を、子会社（注）若しくは外国子会社（特定事業者が（１）

又は（２）に規定する関係を有する場合における（１）又は（２）の外国関

係法人等をいう。以下「子会社等」という。）又は子会社等及び特定事業者が

所有する関係 

（４） 

次のイ又はロに該当し、かつ、外国関係法人等の役員等の総数の２分の１

以上を、子会社等又は子会社等及び当該特定事業者の役員等又は職員が占め

る関係 

イ 当該外国関係法人等の株式等の総数又は総額の１００分の４０以上、

１００分の５０未満に相当する数又は額の株式等を、子会社等又は子会

社等及び当該特定事業者が所有していること。 

ロ 子会社等又は子会社等及び当該特定事業者の所有する当該外国関係

法人等の株式等の数又は額が、当該外国関係法人等の株式等の総数又は

総額の１００分の２０以上、１００分の４０未満であって、かつ、他の

いかなる者が所有する当該外国関係法人等の株式等の数又は額をも下

回っていないこと。 

（注）「子会社」とは、特定事業者が発行済株式の総数、出資口数の総数若しくは出資

価額の総額の１００分の５０以上に相当する数若しくは額の株式若しくは出資を所

有する関係又は次の１若しくは２に該当し、かつ、役員の総数の２分の１以上を当

該特定事業者の役員若しくは職員が占める関係を持っている他の事業者をいう。 
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１ 発行済株式の総数、出資口数の総数又は出資価額の総額の１００分の４０以

上、１００分の５０未満に相当する数又は額の株式又は出資を当該特定事業者が

所有していること。 

２ 当該特定事業者の所有する発行済株式の数、出資口数又は出資価額が、発行済

株式の総数、出資口数の総数又は出資価額の総額の１００分の２０以上、１００

分の４０未満であって、かつ、他のいずれの一の者が所有する発行済株式の数、

出資口数又は出資価額をも下回っていないこと。 

 

 クロスボーダーローン、スタンドバイ・クレジットを利用するためには、地域経済牽引

事業計画において外国関係法人等を「地域経済牽引事業を共同して行おうとする者」とし

て記載するとともに、別表１－１の備考欄に日本政策金融公庫による融資制度等の利用を

希望する旨を記載する必要がある。 

 

６ 法第２８条に規定する中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律の

特例 

 「事業協同組合、企業組合又は協業組合の設立」による事業承継等を内容に含む承認地

域経済牽引事業計画に従い、特定事業者が事業協同組合、企業組合又は協業組合を設立す

る場合には、通常必要となる発起人の数が「４人以上」であるところ、当該人数が「３人

以上」となる。 

 

７ 法第２９条に規定する被承継会社の事業の譲渡の場合の債権者の異議の催告等（事業

譲渡の際の免責的債務引受の特例） 

 通常、企業が事業譲渡により債務を移転するには、債権者から個別に同意を得る必要が

あり、この同意がない場合、事業を譲り渡した企業は債務を免れないこととなる。 

ただし、「事業の譲受け」による事業承継等を内容に含む承認地域経済牽引事業計画に

従い、特定事業者（株式会社であるものに限る。）が事業の全部又は一部を譲渡する場

合、当該特定事業者が債権者に対して通知（催告）し、１ヵ月以内に返事がなければ債権

者の同意があったものとみなすことができ、より簡略な手続により債務を移転することが

可能となる。 
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別添資料 

（別添１） 地域経済牽引事業先進性評価委員会設置要綱 

地域経済牽引事業先進性評価委員会設置要綱 

（目的） 

第１条 この地域経済牽引事業先進性評価委員会設置要綱は、地域経済牽引事業の促進に

よる地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成十九年法律第四十号）第二十五条の

規定に基づき、承認地域経済牽引事業の地域の成長発展の基盤強化に特に資するものと

して主務大臣が定める基準に基づき設置される地域経済牽引事業先進性評価委員会（以

下「評価委員会」という。）の運営に関する事項を定めることにより、地域経済牽引事業

が先進性を有する計画か否かについての評価を、適切に行うことを目的とする。 

（構成） 

第２条 評価委員会は経済産業省経済産業政策局に設置することとする。 

２ 評価委員会は、地域経済牽引事業が有する先進性を公正かつ適正に評価できる有識者、

専門家等の評価委員で構成し、主務省庁の意見を踏まえて、経済産業省が評価委員を指

名することとする。 

３ 地域経済牽引事業の先進性を評価する際には、２名以上の評価委員が評価を行うこと

とする。 

４ 透明性、公平性の観点から、次の条件に該当する評価委員については評価から外すこ

ととする。 

一 当該事業の申請企業（子会社を含む。）の役員又は従業員及びその親族である者 

二 当該事業の申請企業の主要な顧客・取引先その他、事業活動について当該時点で利

害関係を有する者 

三 その他の利害関係を有する者 

 

（任期） 

第３条 前条に定める評価委員の任期は、委嘱の日の属する年度の末日までとする。なお、 

再任を妨げない。 

 

（評価委員の責務） 

第４条 評価委員は、第２条第２項において先進性を公正かつ適正に評価できる有識者、

専門家等として指名されたことを踏まえ、自らの専門的知識をもって独自の調査・検討

を十分に行った上で、その先進性の有無を判断することをその責務とする。 

２ 評価委員は、前項の責務を果たすに当たって、経済産業省経済産業政策局において措

置している委託事業を積極的に活用することとする。 

 

（評価委員会の開催） 

第５条 評価委員会は、地域経済牽引事業の申請状況等を勘案し、開催することとする。 

２ 評価委員会は、評価委員の招集を行わず、書面による決議の方法により評価委員の意

見を求めることにより、評価委員会の決議に代えることができることとする。 
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３ 次条第３項に該当する場合について、評価委員会は原則として招集により評価委員の

意見を求めるものとする。ただし、評価委員の招集の調整が事務局において困難である

と判断する場合については、書面により評価委員の意見を求めることができるものとす

る。 

 

（決議） 

第６条 評価委員の半数以上が、当該事業が先進性を有すると評価した場合には、当該事

業は先進性を有すると認められたこととする。 

２ 当該事業について、１名以上の評価委員が、本ガイドライン第５・１⑴イ③aから cま

でに該当すると判断した場合には、前項の規定にかかわらず、当該事業は先進性が無い

と認められたこととする。 

３ 前項の場合以外の場合で、当該事業について、１名以上の評価委員が先進性が無いと

評価した場合は、当該事業の評価を担当した全ての評価委員において合議を行った上、

最終的な先進性の有無を評価するものとする。 

４ 各評価委員は、当該事業が先進性を有するか否かの判断の詳細について、別添２の様

式に記載して提出するものとする。 

５ 各評価委員は、第３項における合議を行う際は、別添３の様式に再評価の詳細及び最

終評価を記載して提出するものとする。 

６ 委員は、各々一個の議決権を有する。 

 

（評価委員以外の者の意見） 

第７条 必要に応じて、評価委員以外の者の意見を聞くことができる。 

 

（庶務） 

第８条 評価委員会の庶務は、経済産業省経済産業政策局に事務局を設置し行うこととす

る。 

 

（守秘義務） 

第９条 評価委員は、地域経済牽引事業の内容及び業務上知り得た事項を第三者に漏えい

してはならない。 

 

（その他） 

第 10条 評価委員会は、この要綱に定めるもののほか、評価委員会の運営に関して必要な

事項を定めることができる。 
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（別添２） 評価委員の先進性の評価に関する提出書面【様式】 

 

⑴ ＜先進性が認められないものの類型ａ～ｃに該当するか＞ 

※ それぞれ 150文字程度以上で記載。いずれかに該当する場合は、⑵の記載は不要。 

○ ａに該当するか否か（その理由についても詳細に記載） 

 

 

 

 

○ ｂに該当するか否か（その理由についても詳細に記載） 

 

 

 

 

○ ｃに該当するか否か（その理由についても詳細に記載） 

 

 

 

 

⑵ ＜先進性の評価＞ 

※ ⑴での評価とは切り離して、改めて先進性の有無を判断すること 

○ 「先進性が認められない場合」の詳細 

※ 400文字程度以上で記載 

 

 

 

 

 

 

○ 「先進性が認められる場合」の詳細 

※ 400文字程度以上で記載（先進性の類型Ａ～Ｄのいずれに該当するか、その理由につ

いても明記すること） 
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（別添３） 先進性の評価に係る合議に関する提出書面【様式】 

 

⑴  別添２（２）において自身と異なる評価を行った委員の記載を踏まえた意見 

☐ 自身の評価に変更がある場合（理由について記載） 

 

 

 

 

 

 

 

☐ 自身の評価に変更がない場合（理由について記載） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  他の委員が記載した⑴を踏まえた意見  

☐ 自身の評価に変更がある場合（理由について記載） 

 

 

 

 

 

 

 

☐ 自身の評価に変更がない場合（理由について記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜最終評価＞ 

☐先進性あり ☐先進性無し 
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（別添４） 法第２５条に規定する主務大臣が定める基準に係る確認申請書 

【様式１の１】 

 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十五条の規定

に基づく地域の成長発展の基盤強化に特に資するものとして主務大臣が定める基準に係る

確認申請書 

 

年  月  日 

 主務大臣 名 殿 

 

住    所                

名    称                

代表者の氏名                

 

 

承認地域経済牽引事業について、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律（以下「法」という。）第２５条の規定に基づく確認を受けたいので申

請します。 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 承認を受けた地域経済牽引事業計画を添付すること。 
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１ 対象事業者の住所及び名称 

対象事業者の住所及び名称 （住所） 

（名称） 

※ 対象事業者が複数の場合には、事業者毎に欄を作成すること。 

 

２ 当該承認地域経済牽引事業に係る計画承認日 

（変更承認日：              ） 

※ 地域経済牽引事業計画の変更の承認を受けた場合は、括弧書きで変更承認日を記載

すること。 

 

３ 承認地域経済牽引事業の名称 

 

 

４ 承認地域経済牽引事業の実施場所 

 

 

５ 承認地域経済牽引事業の概要及びその有する先進性 

⑴  承認地域経済牽引事業の概要 

 

 

⑵ 事業の先進性の類型（※該当する類型全てに○を付す。） 

１ 開発又は生産する商品の先進性 

２ 開発又は提供する役務の先進性 

３ 商品の生産又は販売の方式の先進性 

４ 役務の提供の方式の先進性 

⑶ 先進性の概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ⑴について、地域経済牽引事業計画の申請書に記載している事業の概要を簡潔に記

載すること。図表を用いることは可。⑶について、承認地域経済牽引事業が先進性を有

することの詳細な説明を、⑵で○を付した項目ごとにそれぞれ 400～500文字を目安と
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して簡潔に記載すること。図表を用いることは可。 

 

６ 承認地域経済牽引事業に係る労働生産性の伸び率又は投資収益率（以下のいずれかを

記載すること） 

投資年度から５年間の労働生産性の伸び率の平均値 ×

１００  
（％） 

投資年度の翌事業年度から５年間の投資収益率の平均値 

×１００  
（％） 

※ 投資年度は、「減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度」とする。 

※ 労働生産性の伸び率を記載した場合は、その算定根拠を別紙１－１に記入して提出

し、投資収益率を記載した場合は、その算定根拠を別紙１－２に記入して提出するこ

と。 

 

７ 承認地域経済牽引事業に係る商品又は役務の売上高 

計画承認日から５年後までの期間を含む事業年度において見

込まれる当該商品又は役務の売上高伸び率 ×１００  （％） 

過去５事業年度の当該商品又は役務に係る市場の規模の伸び

率 ×１００  （％） 

※ 市場規模の伸び率が分かる資料を添付すること。 

 

８ 減価償却資産 

承認地域経済牽引事業者名（         ） 

種類 資産の内容 数量 予定単価 
取得予定 

価額 

取得予定 

時期 

      

      

      

※ 「種類」には、法人税法施行令第１３条各号に規定する資産の種類を記入すること。 

※ 複数の承認地域経済牽引事業者が事業を行う場合には、事業者毎に欄を作成するこ

と。 

 

９ 対象事業者が取得する予定の減価償却資産 

対象事業者名  

前事業年度の減価償却費 
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⑴ 対象事業者が⑵及び⑶以外の場合（告示第１項第４号

イ） 
（円） 

⑵ 対象事業者が連結会社の場合（告示第１項第４号ロ） （円） 

⑶ 対象事業者が告示第１項第４号ハに掲げる者の場合 （円） 

減価償却資産の取得予定価額 （円） 

※ 減価償却費の根拠となる財務諸表等又は連結財務諸表等を添付すること。 

※ 対象事業者が複数の場合には、事業者毎に欄を作成すること。 

※ 外国法人等がその出資者に含まれる対象事業者は、告示第１項第４号ハに掲げる者

に該当するか否かの判定の基礎となった資料を添付すること。また、⑶に該当する場

合は、その円換算の基となった資料を添付すること。 

 

１０ 対象事業に係る経営の方針の決議又は決定の過程 

添付書面の通り 

※ 原則、対象事業に係る経営の方針の決議又は決定の過程及びその内容を示す書類の

添付で足りるものとする。  

※ 取締役会その他これに準ずる機関で意思決定されたものであることが分かるように

すること。 

※ 個人事業主や取締役会がない法人（合同会社等に該当する法人）の場合は、代表者の

意思であることが確認できるようにすること。 

 

１１ 旧計画がある場合に係る事項（該当する場合のみ記載すること。） 

旧計画の名称  

旧計画の実施期間  

旧計画における投資年度から５年間の労働生産性の

伸び率の平均値 ×１００  
（％） 

旧計画における投資年度の翌事業年度から５年間の

投資収益率の平均値 ×１００  
（％） 

※ 旧計画は、「本確認申請に係る対象事業者と同一の者が実施する他の承認地域経済

牽引事業計画であって、本確認申請に係る承認地域経済牽引事業計画と同一の都道府

県知事又は主務大臣が承認したもの（本確認申請前に当該他の承認地域経済牽引事業

計画に係る地域経済牽引事業が法第２５条に基づく主務大臣の確認を受けたものに限

る。）」とする。 

※ 投資年度は、「減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度」とする。 

※ 労働生産性の伸び率及び投資収益率の算定根拠を別紙１－１及び別紙１－２に記入
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して提出すること。 

※ 上記の労働生産性の伸び率及び投資収益率の算定期間が、５年間に満たない場合は、

直近事業年度までの間について算定することとする。 

  



  

10 

 

【様式１の２】 

 

法第２５条に規定する主務大臣が定める基準に係る確認を受ける対象事業者のうち、当

該承認地域経済牽引事業に係る計画承認日が平成３１年４月１日以後であるものであって、

対象事業が地域の成長発展の基盤強化に著しく資するものに該当するもの（以下上乗せ要

件Ａ－①）、当該承認地域経済牽引事業に係る計画承認日が令和５年４月１日以後である

ものであって、対象事業が地域の成長発展の基盤強化に著しく資するものに該当するもの

（以下上乗せ要件Ａ－②）、当該承認地域経済牽引事業に係る計画承認日が令和７年４月

１日以後であるものであって、対象事業が地域の成長発展の基盤強化に著しく資するもの

に該当するもの（以下上乗せ要件Ａ－③）、または、当該承認地域経済牽引事業に係る計

画承認日が令和６年９月２日以後であるものであって、対象事業が地域の事業者に対して

著しい経済的効果を及ぼすもの（以下上乗せ要件Ｂ）に該当するものとして確認を受ける

場合には、本様式を記載し必要書類とともに提出すること。 

 

 

⚫ 以下の１～４のうち、上乗せ要件Ａとして確認申請を行う場合は、１及び２を記載す

ること。 

⚫ また、上乗せ要件Ｂに該当するものとして確認申請を行う場合は、１～４全てを記載

すること。 

⚫ なお、対象事業者が複数の場合には、事業者毎に欄を作成すること。 

 

必須記載事項整理表 

要件 １ ２ ３ ４ 

  （１） （２） （３） （４） （５） （６）  （１） （２）  

Ａ 

① どちらか一方 － ○ ○ ○ ○ － － － 

② どちらか一方 － ○ ○ ○ ○ － － － 

③ － ○ ○ ○ ○ ○ － － － 

Ｂ  ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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１ 付加価値増加率等に関する基準 

上乗せ要件Ａによる確認申請を行う場合は、（１）、（２）又は（３）のいずれか、及び

（４）～（６）を記載すること。また、上乗せ要件Ｂによる確認申請を行う場合は、（１）、

（２）及び（４）～（６）の全てを記載すること。 

 

（１）対象事業者の付加価値額増加率 

対象事業者名  

対象事業者の前事業年度の付加価値額・・・Ａ （円） 

対象事業者の前々事業年度の付加価値額・・・Ｂ （円） 

付加価値額増加率・・・（Ａ―Ｂ）／Ｂ×１００ （％） 

※ 付加価値額の根拠となる財務諸表等を添付すること。 

 

（２）対象事業者の平均付加価値額および承認地域経済牽引事業に係る付加価値創出額 

（当該承認地域経済牽引事業に係る計画承認日が令和５年４月１日以後である場合） 

対象事業者名  

対象事業者の前事業年度の付加価値額・・・Ａ （円） 

対象事業者の前々事業年度の付加価値額・・・Ｂ （円） 

平均付加価値額・・・（Ａ＋Ｂ）／２ （円） 

承認地域経済牽引事業に係る付加価値創出額 （円） 

※ 付加価値額の根拠となる財務諸表等を添付すること。 

※ 承認地域経済牽引事業計画に記載されている付加価値創出額を記載すること。 

 

（３）対象事業に係る業種 

（当該承認地域経済牽引事業に係る計画承認日が令和７年４月１日以後である場合） 

業種名  

同意基本計画名  

告示第１項第５号  
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イ⑶（i）又は（ii）

の該当区分 

※ 日本標準産業分類に掲げる中分類項目を記載すること。 

※ 指定業種が記載されている同意基本計画名を記載するとともに、当該同意基本計画

を添付すること。 

※ 日本標準産業分類は、以下の総務省ＨＰで確認することができる。 

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_030

00023.html 

※ 告示第１項第５号イ⑶（ii）に規定する特定取引先の行う事業が指定業種に該当す

る場合は、当該事業の業種名を記載するものとし、告示第１項第５号イ⑶（ii）に該当

することを証する書類（当該特定取引先の名称、当該事業の概要、取引状況が分かる資

料など）を添付するものとする。 

 

（４）常時使用する従業員数（前事業年度末時点） 

常時使用する従業員数 人 

（上乗せ要件Ｂを利用する場合のみ） 

産業競争力強化法第２条第２３項に規定する中小企業者、みなし大企業

でないことについて、右記チェック欄にチェックを入れること。 
□ 

※ 常時使用する従業員（以下、「常用従業者」という。）は、労働基準法第 20条の規 

定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」を指す。会社役員及び個人事業主は予め

解雇の予告を必要とする者に該当しないので、該当しない。 

※ （未来法上の中小企業者である場合のみ）申請に当たってはその根拠資料を示すこ

と。根拠資料は、直近の確定申告書類（法人事業概況説明書）、給与所得の源泉徴収票、

雇用保険の適用事業所台帳のほか、従業員名簿等の事業者が作成する任意の書類等が

想定される。 

※ （上乗せＢ類型を利用する場合のみ）みなし大企業でない場合は、株主リスト、株主

名簿等の株主の一覧表（各株主の出資比率がわかる書類）を根拠資料として提出する

こと。 

※ 産業競争力強化法上の中小企業者については、下記経済産業省ＨＰで確認すること

ができる。 

https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/zeiseishien.html 

 

（５）資本金（前事業年度末時点）                   （千円単位） 

千円 

※ 上記資本金額の根拠となる財務諸表等を添付すること。 

 

（６）業種（日本標準産業分類細分類（４桁）にて記載）（※牽引事業者の業種）                    

分類番号（４桁）  

業種名  

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html
http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html
https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/zeiseishien.html
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日本標準産業分類に掲げる細分類項目と番号（４桁）を記載すること。 

別業種に属する複数の事業を持つ場合は当該事業者の「主たる事業」に該当する業種を

記載すること。「主たる事業」は、売上高・付加価値額・従業員数などの経営指標の割合

が最も多くの割合を占める事業を指す。 

 

２ 承認地域経済牽引事業に係る労働生産性の伸び率及び投資収益率 

投資年度から５年間の労働生産性の伸び率の平均値 ×

１００  
（％）     

投資年度の翌事業年度から５年間の投資収益率の平均値 

×１００  
（％） 

※ 投資年度は、「減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度」とする。 

※ 労働生産性の伸び率及び投資収益率の算定根拠を別紙１－１及び別紙１－２に記入

して提出すること。 

 

３ 産業競争力強化法第３４条の２第１項に規定する特定中堅企業者にかかる基準   

（１）常用従業者数の伸び率及び平均給与支給総額 

前事業年度の平均給与支給額 百万円 

３事業年度前比の常用従業者数からの伸び率 （％） 

 

（２）直近３事業年度いずれかの売上高成長投資額比率 

①設備投資額 

 （有形固定資産） 

売上高比 （％） 

②無形固定資産投資額 

（ソフトウェア・特許権・の

れん等） 

売上高比 （％） 

③研究開発の額 売上高比 （％） 

④教育訓練費の額 売上高比 （％） 

※ 上記①～④のうち、業種別平均を超えるものをいずれか１つ選択し、記載すること。 

 

４ パートナーシップ構築宣言の有無 

パートナーシップ構築宣言の登録日  

パートナーシップ構築宣言のＵＲＬ  

 ※ 「『パートナーシップ構築宣言』ポータルサイト」の登録企業リストから、「パー

トナーシップ構築宣言の登録日」とＵＲＬを転記すること。 

 ※ パートナーシップ構築宣言の宣言法人は、様式１の「１．対象事業者の住所及び名

称」の「名称」に記載する法人と必ず一致させること。 
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【様式２】 

 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十五条の規定

に基づく地域の成長発展の基盤強化に特に資するものとして主務大臣が定める基準に係る

確認申請書 

 

年  月  日 

 主務大臣 名 殿 

 

住    所              

名    称              

代表者の氏名              

 

 

承認地域経済牽引事業について、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律（以下「法」という。）第２５条の規定に基づく確認を受けたいので申

請します。 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 承認を受けた地域経済牽引事業計画を添付すること。 
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１ 対象事業者の住所及び名称 

対象事業者の住所及び名称 （住所） 

（名称） 

※ 対象事業者が複数の場合には、事業者毎に欄を作成すること。 

 

２ 当該承認地域経済牽引事業に係る計画承認日 

（変更承認日：              ） 

※ 地域経済牽引事業計画の変更の承認を受けた場合は、括弧書きで変更承認日を記載

すること。 

 

３ 承認地域経済牽引事業の名称 

 

 

４ 承認地域経済牽引事業の実施場所 

 

 

５ 承認地域経済牽引事業の概要 

 

  

※ 製品や役務の概要等を３０行以内で簡潔に記載すること。図表を用いることは可。 

 

６ 特定非常災害による被害に係る事項 

特定非常災害の名称  

特定非常災害に基因する罹災証明書又はこれに準ずる書

類の交付の有無（いずれかに丸印を付すこと。） 有   ・   無 

※ 特定非常災害に起因する罹災証明書又はこれに準ずる書類の交付のある事業者につ

いては、当該書類の写しを添付すること。交付のない事業者については、別紙３を提出

すること。 

※ 罹災証明書に準ずる書類とは、市町村が条例等に基づき発行する被災証明書等をい

う。 

  

７ 承認地域経済牽引事業に係る労働生産性の伸び率又は投資収益率（以下のいずれかを

記載すること） 

投資年度から５年間の労働生産性の伸び率の平均値 ×

１００  
（％） 
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投資年度の翌事業年度から５年間の投資収益率の平均値 

×１００  
（％） 

※ 投資年度は、「減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度」とする。 

※ 労働生産性の伸び率を記載した場合は、その算定根拠を別紙１－１に記入して提出

し、投資収益率を記載した場合は、その算定根拠を別紙１－２に記入して提出するこ

と。 

 

８ 承認地域経済牽引事業に係る商品又は役務の売上高 

計画承認日から５年後までの期間を含む事業年度において見

込まれる当該商品又は役務の売上高伸び率 ×１００ （％） 

過去５事業年度の当該商品又は役務に係る市場の規模の伸び

率 ×１００ （％） 

※ 市場規模の伸び率が分かる資料を添付すること。 

 

９ 減価償却資産 

承認地域経済牽引事業者名（         ） 

種類 資産の内容 数量 予定単価 
取得予定 

価額 

取得予定 

時期 

      

      

      

※ 「種類」には、法人税法施行令第１３条各号に規定する資産の種類を記入すること。 

※ 複数の承認地域経済牽引事業者が事業を行う場合には、事業者毎に欄を作成するこ

と。 

 

１０ 対象事業者が取得する予定の減価償却資産 

対象事業者名  

前事業年度の減価償却費 

 

⑴ 対象事業者が⑵及び⑶以外の場合（告示第１項第４号

イ） 
（円） 

⑵ 対象事業者が連結会社の場合（告示第１項第４号ロ） （円） 

⑶ 対象事業者が告示第１項第４号ハに掲げる者の場合 （円） 
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減価償却資産の取得予定価額 （円） 

※ 減価償却費の根拠となる財務諸表等又は連結財務諸表等を添付すること。 

※ 対象事業者が複数の場合には、事業者毎に欄を作成すること。 

※ 外国法人等がその出資者に含まれる対象事業者は、告示第１項第４号ハに掲げる者

に該当するか否かの判定の基礎となった資料を添付すること。また、⑶に該当する場

合は、その円換算の基となった資料を添付すること。 

 

１１ 対象事業に係る経営の方針の決議又は決定の過程 

添付書面の通り 

※ 原則、対象事業に係る経営の方針の決議又は決定の過程及びその内容を示す書類の

添付で足りるものとする。  

※ 取締役会その他これに準ずる機関で意思決定されたものであることが分かるように

すること。 

※ 個人事業主や取締役会がない法人（合同会社等に該当する法人）の場合は、代表者の

意思であることが確認できるようにすること。 

 

１２ 旧計画がある場合に係る事項（該当する場合のみ記載すること。） 

旧計画の名称  

旧計画の実施期間  

旧計画における投資年度から５年間の労働生産性の

伸び率の平均値 ×１００  
（％） 

旧計画における投資年度の翌事業年度から５年間の

投資収益率の平均値 ×１００  
（％） 

※ 旧計画は、「本確認申請に係る対象事業者と同一の者が実施する他の承認地域経済

牽引事業計画であって、本確認申請に係る承認地域経済牽引事業計画と同一の都道府

県知事又は主務大臣が承認したもの（本確認申請前に当該他の承認地域経済牽引事業

計画に係る地域経済牽引事業が法第２５条に基づく主務大臣の確認を受けたものに限

る。）」とする。 

※ 投資年度は、「減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度」とする。 

※ 労働生産性の伸び率及び投資収益率の算定根拠を別紙１－１及び別紙１－２に記入

して提出すること。 

※ 上記の労働生産性の伸び率及び投資収益率の算定期間が、５年間に満たない場合は、

直近事業年度までの間について算定することとする。 
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（別添５） 法第１５条に規定するみなし特定事業者の特例又は法第１９条に規定する中小

企業信用保険法の特例に関する書面の例 

 

●●年●●月●●日 

（あて先）●●県●●課 御中 

 

（申請者）株式会社●●     

住所          

代表者名          

 

（地域経済牽引事業として行う事業の事業名）●● 

 

承認地域経済牽引事業の実施に係る確認申請書 

 

当社は、（特定事業者として）●●年●●月●●日付で申請した地域経済牽引事業計

画に沿って、承認地域経済牽引事業を次の通り実施しておりますので、確認をお願いい

たします。 

 

＜承認地域経済牽引事業の実施実績＞ 

 

 

確認日：●●年●●月●●日 

 

承認地域経済牽引事業の実施に係る確認書 

 

上記事業者が、（特定事業者として）●●年●●月●●日付で申請した地域経済牽引

事業計画に沿って、承認地域経済牽引事業を実施していることを確認いたしました。 

 

●●県●●課      
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【みなし特定事業者の特例に関する留意事項】 

➢ 令和２年９月３０日以前に地域経済牽引事業計画の承認申請を行った事業者は、みな

し特定事業者の特例の活用に当たって「承認地域経済牽引事業の実施に係る確認申請

書」の提出が必要です。 

➢ みなし特定事業者の特例を利用する場合は、下線のとおり「特定事業者として」と記

載してください。 

➢ 「承認地域経済牽引事業の実施に係る確認申請書」を提出する際には、地域経済牽引

事業計画の承認申請時に特定事業者であったことを示す書類を添付してください。 

  ※特定事業者であったことを示す書類の例 

    従業員数：直近の確定申告書類（法人事業概況説明書）、給与所得の源泉徴収

票、雇用保険の適用事業所台帳、従業員名簿等の事業者が作成する任意の書類等 

 

【中小企業信用保険法の特例に関する留意事項】 

➢ 本通知とは別に、金融機関及び信用保証協会による審査があります。 

➢ 金融機関又は信用保証協会に地域経済牽引事業関連保証に係る審査を申し込むに際し

ては、上記の確認日から１年以内に、本書面を添えて申込みを行うことが必要です。 

➢ 承認地域経済牽引事業を実施する前である場合、＜承認地域経済牽引事業の実施実績

＞の欄には事業実施のための準備の実績などを記載してください。 

 


